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厚生労働省所管の特別民間法人1等の概要



特別民間法人 社会保
~険
診療報酬支払基金の概要

4:定  員  役
:   職

1.目  的        ‐     ||    ‐

蒲辮酬庸 :書燿纂環麟 鼎 認憲馨酬穏豊野器E貿ど
高齢者の医療の確保に関する法律に基づく高齢者関係業務、国民健康保険法に基づく退職者医療関係
及び介護保険法に基づく介護保険関係1業務を行う|          _  :

2.所在地 東 京都港区新橋2丁目1番3号(本部)             .    1   1

3.組  織 東京に本部、各県に47支部を置く全国組織    ｀  |  ‐  .    :

員- 20名

員 5,087名

5.予  算  118,624.9億 円(平成22年度予算)

務      ‐     |■  | :     1 1´     ‐ .‐
医療機関等から提出される診療報酬請求書等の審査:支払業務(審査支払業務)  :
国民健康保険法に基づく拠出金の徴収と交付金の交付(退職者医療関係業務)1   :
介護保険法に基づく納付金の微収と交付金の交付(介護保険関係業務) ‐   ‐

高齢者の医療の確保に関する法律に基づく前期高齢者交付金の交付・前期高齢者納付金等の徴収並
びに後期高齢者交付金の交付及び後期高齢者支援金等の徴収(高齢者医療制度関係業務)
高齢者の医療の確保に関する法律に基づく支援金等の1徴収と交付金の交付(病床転換助成事業)

業
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労働災害防止団体が中心となった
「白主的な取組」と 「国の行政指
導」が車の両輪になつて行われた結
果.、労働災害の防止はその効果をあ
げてきている。
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面を中心とし|たき|あの細|か.い指‐導援助を行うてい.る̀‐||‐|■ |
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中央職業能力開発協会の概要

中央職業能力開発協会は、「職業能力開発促進法」に基づき厚生労働大臣の認可のもと昭和54年に設立され、事業主団体

等を会員として技能検定の実施・ものづくり技能の振興等の中核的な役割を担っている。

2日組 織 (平成 22年 度)

一彙

口貝
口員

△〓
△〓
処瞑

立石 信雄 1 理 事 長1  青 木 豊
447会員(都道府県協会、自動車口鉄鋼等の全国的な事業主団体)
140人     職  員 1 93人 +81人 (基金事業本部の職員数(外数))

3.業 務内容

{o各 種研修等の実施  .             テ
ってぃる。    |都道府県職業能力開発協会の職業訓練担当職員の研修をイ

また、企業の教育担当者等に対して能力開発について実践的な知識を習得させる講習会等を実施している:

°
堪霧認霧蒲習腎琶弓轟暮彗11験 畠墨あ作成お|まか、二墓評鳥試験=技能審査の実施t都道嘉真轟峯能力開発協会が行う
技能検定試験実施事業の指導等を行うている。           |         |
(3)情報の提供      ‐
職業副1練、技能検定その他職業能力の開発に関する情報及び資料提供の他:能力開発に関する様々な情報をデTタベ

ース

化した能力開発情報システム(AbDS)を活用しt企業・団体1労働者個人に対し、職業能力開発に関する専門的な情報の提供
及び相談を行つているも ―                              |
(4)職業能力習得制度(ビジネスロキャリア制度.)の実施   .           1               .
ビジネスキャリア制度実施のため、専門知識口能力の体系化、教育訓練コ■スの認定に係る事務及び修了認定試験問題の作

成等を行うている。                                            :
“)各 種行事の開催                  ,        i              :
主な全国的行事として、技能五輪全国大会、技能グランプリ等を開催している。    1 .        ~
(6)キヤリア支援企業等育成事業の実施   ‐        ‐    ‐
企業内における職業能力開発の推進役たる職業能力開発推進者に対する講習、事業主等に対する専門的な相談口情報提供

を実施してしヽる。 1 ・
  ‐   1       1               ■

         |
(7)国際協力事業の推進

ム|:らi そヽぁ慕修ぉ鏡蘇 ぅ,ラノ;纏走皐を臭耗し:開発途上菌|こぉ||る農育」評鵜'ステムあ普及提
進に協力する等、国際協力日国際交流を行つている。      ●                  :    | ‐
※ (5)～(フ)については、委託事業                 ‐        ‐



企業年金連合会の概要

主な事業

○ 企業年金の中途脱退者および解散基金加入員に対する年金給付       :     |

01500を 超える会員である企業年金を対象とした年金薮理:資産運用及び給付設計等の情報提供:相談助1言t
l研修等の事業                     ‐        .       :

H22.411琴11生
法人の概要

所 在 地

理 事 長

役職員数

予 算 額

革沿 企業年金連合会は、厚生年金保険法 (昭和29年法律第115号):に基づき、
1厚生年金基金を

短期間で脱退した者 (中途脱退者)等 に対する年金給付等を
一元的に行うことを主たる目的

としてt昭 和42年に厚生大臣の認可を得て設立された法人。 (当時は 「厚生年金基金連合

会」) 11            1                1
その後、
・
厚生年金基金に加え、確定給付企業年金、確定拠出年金といつた企業年全制度間

の通算事業に対応し、平成16年の国民年金法等の一部を改正する法律によりヽ平成17年10月

より 「企業年金連合会」に変更も  ―
                  ‐  ‐

東京都港区芝公園2-4二 1芝 パ■クビルB館 10・11階

徳永 哲男(元旭化成(株)代表取締役副社長)

1214人 (役員18人 :理事長t常務理事、理事14(うち11は非常勤):監 事2(ブF常勤)、職員196人)

88.0億円 (うち平成22年度国からの財政支出 3.6億 円)



石炭鉱業年金基金の概要

H22.4.1現在
法人の概要

沿  革   石 炭鉱業年金基金は、石炭鉱業年金基金沐に基づき:石炭鉱業の坑内労働者の老齢11ついて
1      必 要な給付を行うことにより、その考後の生活の安定と福祉の向上に寄与することを目的として、
■   昭 和42年 に厚生大臣の認可を受けて設立された法人である6   1

所 在 地  東 京都千代田区有楽町1二6■6Jヽ 谷ビル5階  |    ´       ‐       :

理 事 長 ‐.中島 太郎01:路ヨールマイン(株)代表取締役社長)       `

役職員数  9人 (役員3人 :理事長 (非常勤)、常務理事:監事 (非常勤)、職員6人) .   ヽ

予 算 額  0.8億 円 (うち平成22年度国からの財政支出なし)            ●

O石 炭鉱業事業所の事業主から掛全を徴収し、加入員である坑内員及び坑外員ならびに遺族に対し―、年金
・

二時金の給付          |



全国社会保険:労務士会連合会

全国社会保険労務士会連合会は、社会保険労務士会の会員の品位を保持しtそ
の資質の向上と業務の改善進歩を図るため三社会保険労務士会及びその会員の指
導及び連絡に関する事務並びに社会保険労務士の登録に関する事務を行うはか、
試験事務を行うことを目的とする(社会保険労務士法第25条の34第2項)。 :  :

昭和53年12月27日認可  ‐

東京都中央区日本橋 ■  ‐

役員86人(うち常勤1人)、職員 42人(うち常勤42人)

①社会保険労務±会及びその会員である社会保険労務士に対する指導:連絡
②社会保険労務士の登録に関する事務   .        :
③社会保険労務士試験の実施に関する事務
④紛争解決手続代響業務試験の実施に関する事務

: ‐  ‐
⑤その他(社会保険労務士会館の運営t国からの委託事業の実施等)| :



全国健康保険協会の概要

1.設立の背景口趣旨                  |
=平成10年の医療制度改革の際、政府管学健康保険について:保険者機能の発揮、加入者,事業主の意見反映、
都道府県単位の運営等、効率的な保険運営を図るたあ、民営化が決定:   ‐           | ‐
二平成2o年10月、全国健康保険協会が設立。政府管掌健康保険を国から引き継ぎ、運営:        :
・協会は非公務員型法人でありt職員は民間職員も民間から新たに300名を採用。旧社保庁からは11800名採

‐
用。

1理 事長及び,7都道府県支部長にはすべて民間出身者を採用。職員の意識改革を図るとともにt民間のノウハウ
を積極的に取り入れt業務の効率化やサ■ビスの向上を推進。           ‐
・平成22年1月より:船員保険制度を国から承継し、健康保険相当部分(職務外疾病部門)と船1員労働の特性に

応した独自1上乗書給付を行う新しい船員保険制度としてt協会が運営も■ 1       1   1

2.所 在地 ‐ 東京都千代田区九段‐北4二2■1(本部)

3.組  織   東 京に本部t各県に47支部を置く全国組織     .  :

4.定 1員  役 員 9名 (うち常勤 7名) 職 員 4:909名 (うち常勤職員 2,145名 )

5.予  算   93:8ol.3億 円(平成22年度予算)      |

6:事  業              .             _

10被 用者のための医療保険の最後の拠り所(健康保険組合を設立できない中小企業等のための健康保険制度)を
運営。         i    l    ■
0健 康保険法に定める医療給付や現金給付t‐高齢者医療確保法に基づく特定健診・保健指導(いわゆるメタボ健診)
:を実施:     |            ■  |              ■    ‐
0我 が国最大(加入者約o,500万人)の医療保険者として保険者機能を発揮していくため、ジiネリツク医薬品の
使′用促進、レセプト点検、医療費分析等を実施。   ■   ‐    1     1    1 ‐



1厚生労働省所管特別民間法人等の改革原案について 資料3-③

○ 厚生労働省においては、省内事業仕分け室を設置しt厚生労働省が自ら改革を実施するため、恒常的な事業としてt所管の特男1民間法人等

の事業などの在り方にういてt公開の場で、外部の1民間有識者による省内事業仕分けを実施6(平成22年4月～5月)         |
○ その結果や行政刷新会議WGの 仕分け結果をもとに、法人運営の効率化等の実現を図る改革案を今般、決定。
○ 本資料は、各法人の改革案を下覧できるよう、ヒトロモノロカネの観点でとりまとめたものであり、今後t予算編成過程で更なる削減に努力する。
※ なお、端数処理により計数が

一致しない場合がぁる。

*削減額・削減幅は、原則、平成22年度と平成23年度との差額によるし【 】は、政権交代後の実績。純減幅とは、国からの財政支出そのものの削減幅をいう。

削減数 削減幅

棚 兵顔il‐
,「「L琵ヲヽ乙3乙】競+‐「「「

-1~|

※H23年度に▲125人(職員)      |
※H24～27年度に▲400人(職員)以上
⇒ 平成22年度前半を目途に策定する「サ=ビスの向上と業
務効率化のための新たな計画(新計画)」に、管理部門を含
めて年度ごとの削減数など具体的な削減計画を盛り込み、
1更なる上積みを目指す方針 ′  |

菌家公務員 ,1 役 員:4/20人中(H21)→4/20(H22)→ 次期改選 (22年8/9月)に向け公募を実施

OBへ の対応 1      職 員:9/5,256人中(H21)→ 8/5′687(H22)→ 定年後解消

削減額

新計画に空
戸宿舎の処
分及び自前
宿舎から借
上宿舎への

移行計画を
盛り込む:

予算額

12りLl191.6

億円(H21)
↓
11リヒ8624.8

億円(H22)

うち国からの
財政支出

3942億円(H21)

↓    :
2ラ億円(H22)

↓▲0.2億円
2.5億円(H23)

削減幅(法人あて)

政権
交代後
(H21→H23)

政権

交代後
(H21→H23)

▲50.20/o

(▲19フ.8

‐億円)

※高齢者医療
運営円滑化等
事業 (189.81
億円)の厚労
省への移管等。

A52.90/c

(▲2 6 . 1

億円)

※他法人で実
施(1300万円)

今回の

仕分け

A69.90/0

(▲ 511億

円)

▲99i3% 46?

1襦●LI

の
け
回
分
〈
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社会保険診療報
酬支払基金
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―
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ｌ
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ヽ

11■3億円 .49.3億 円(H21)

(H21)↓

↓     36.6億 円(H22)
98.3億円  ↓ ▲1315億円:

(H22)23.1億 円(H23)

A6.90/0

(▲0.2億

円)

▲ 361 9 0 / o    ▲53 . 1 0 / o

(▲13,5億  (▲ 26.2

円)  億 円)

中央労働災害防
止協会
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でそ更E藷】「lLt¨

~~「~「
「
~~~‐
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~~'1「
「
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(職員▲5人 ‐    362→ 」57(事業部門)) ▲369

%

(▲135

億 円)

害

・
、
１
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リ

▲ 9人
 =._1____11_____-1-― ―_____― ―――=―-1-― ___

(役員▲1人     2→ 1        )

(職員▲1人 .   249→248(事業部門))
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110/o(H22)・)90/o(H23)

国家公務員
OBへ の対応

役員:2/2人中(H21)→2/2(H22)→

職員:43/285人中(H21)→41/282(H22)

524億 円

(H21)

↓
4911億円 |

(H22)

10.2億円(H21)

↓     ・
7.3億円(H22)

↓ ▲5二億円
2.2億円(※)| |
※補助金2.2億円

は3年を目途に段
階的に廃止 |:

▲78:40/o

(48:b億
円 )

役員:4/5人中(H21)→4/4(H22)→次期改選時(平成23年5月)に
理事長については公募、役員にういては民間から登用

職員:15/397人中(H21)→14/392(H22)国家公務員
OB合 の対応

同左



‐
 削 減数

▲2人

(常勤役員▲1人 4→ 3

削減額   予 算額

▲0.2億円 42億 円
※賃借料のよ

り安価な事

務所べの移
転

.   (H21)

↓  .
32億円

(H22)

言in↓ザ⇒
物:こついても 88.0億円

煙こ■電喬  ~(H22)
し、その収益

を年金積立金
に充当する方   ｀
向で速やかに
検討。       |

うち国からの

財政支出

27億円(白21)
(うち補助金7.5億円)

↓
15億円(H22)
(うち補助金5.2億円)

↓▲3′547万円

補助金4`9億円

(H23)

6.6億円(H21)
↓
3.7億円(H22)

↓ ▲■18億円
19億円(H23)

削減幅(法人あて)

謬,(縫) 注即|(縫)

同左

同 左

同左

‐
l‐轟 瓢便員ス訂天

~「
「f落51画「「

~~'「~~~・~ァ
「

※吏なる削減に向けて精
査
※基金事業本部の廃上  3部 13課→0

* 平 成21年度から22年度にか           ,

けて:基金事業以外において44

名肖1減(削減幅32%)

国家公務員 1 役員:5/7人中(H21)→1/4(H22)→次期改選時(23年6月)に公募
OBへ の対応1   職 員:1/172人中(H21)→1/174(由22)→定年後解消

▲17人~こ
僣ぎ濠ぎ月「fラ(…・

~~~‐'115「ダ4~~‐
~~~――
「「「
~「~~‐
「ぅ「~爾

買バIε天「
'~~「
τ「力疇轟藻理婦藉酢弱

~「~ア

※職員の削減は、平成
25年度を目途に実施。
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〈法定給付等〉   〈 法定給付等〉
80,408億円 (H21) 10,672億円 (H21}
↓        ↓   ‐
80′887億円 {H22) 1■ 608億円 (H22)

▲6.8%   ▲ 34.8%

(▲0.35 (▲ 2.6億

億円)  円 )

▲48.60/o  ▲71.20/o

(▲1.8  (▲ 4:7億

億円)  円 )

番歯i[詈‐旨爾
により医療
費の伸びを
抑える。

全国健康保険協会

▲lo%(常勤・契約職

員合計で490人程度)

(常勤口契約職員  4909→ 4419程度

▲420人程度二雖 美壺創さ」“り唾鰤1湖_■
※平成26年度まで

国家公務員 1役員:3/8人中(H21)→3/9(H22)→次期改選時(23年10月)に公募
OBへ の対応 |    1 職 員:0/2100人中(H21)→0/2145(H22)

く健診、事務費等〉 〈 健診、事務費等〉

t227億円 {H21)  218億 円 (H21)
↓        ↓
1′297億円 {H2η   154億 円 (H22}

驚観響|ば:斃
円 +α )

平成23年度
以降分を含む

:  Alo49A

(※全国健康保険協会における契約職員を含む。)

▲約 o.2億円

+α



所管公益法人数及び在籍する厚生労働省OB役 職員数の推移

資料4二①

平成19年 12月 1日 平成20年 12月 1日 平成21年 12月 1日 平成22年 4月 1日 平成22年 7月 1日

公益法人数 1,091 1,061 1,028 1,003 991

謄 象
485

(981)
452

(851)

:417

(707)

うち厚生労働省OBが
常勤役員として在籍
する公益法人数

1  293

(358)

285

(337)

271
(318)

厚生労働省OBが 職員と
して在籍する公益法人数

293

(1,768)

280

(1,401)

※ (  )内 は厚生労働省OB役 員又は職員数  ｀
 '

※公益法人数の減少理由      ‐

+FY2o412H1E

+F1.21+-12H1A

平成21年12月2日

平成22年4月1日

平成22年 4月2日

平成22年 7月 1日

新法人へ移行 6 19 9

その他(解散、合併等) 17 6 3

計 23 25 12



資料4二②

平成22年 7月 1日現在の所管公益法人

所管部局

社

・
財
等

法人名

1 国際課 相 日本キリスト教海外医療協力会
2 課 利 厚 生事 業 団

3 課 勁 籍 l記念 保 健 協 力 財 団

4 国際諜 丼 国 際 憧 曇 協 会

5 E]膨 日ラこIL0 協 会

6 日 :慟一榔
:者交流センタニ

7 国 日ラ 医学協会
8 国
一国

一園 廷締 財 団

9 :保薇 癖交流センター

10 課 貫 E 医毒 医 療 うと, L:冽 『 けl

1 科 課 ネ うレB i生協 会
12 興 財団

13 厚 科 員 ファイザーヘルスリサーチ振興 財 団

14 厚科課 員 公衆イi年 肝 埋

15 肇禾斗訪 員 医用I 子 力 支術研究振興財団

16 統 計 報 部 貝 :牛締 計 協 会

17 医政局 土 巨樹の会

18 医政局 誠 会

19 医政局 1山報 黒会

20 医政局 主 日本医師会

21 医政局 町 曇 世 会

22 医政局 和リハビリテーション振興財団

23 医 政 野臨体医学瓦

24 医 政 員 日本文化厚 ` l財団

25 医政局 具 ― 新

26 医 政 員 性疾患 ロリハビリテイション研究振興財団

27 医政拝 天理よろつ相談所   :

28 医政局 日本農村医学会
29 医政局 日本心臓血圧研究振興会

30 医政局 日ラこ医学 協 会

31 医政局 日ラこアレルギニ協会

32 三政局 見 がん研究振興
33 医政局 国際医学情報センター

341医政局 貫 ライフロプランニング・センター

35 医政 | :川医学医j IJI:

36 医 政 がん集学的治療研究財団
31 医 政 貫 日ラ「ERI 経 財 団

381 医 政 土 日 ラこ眼科医会

39 医 政
力
７ 人医J )

40 医 政 忌 財団

41 見
Ｅ
Ｌ 1医学

42 見 金原 一 郎 記 医 卑 険 将 肺 興 財 団

43 三己k拝 員
Ｅ
Ｌ 米医学医 流財団

44 医 政 貝 医療施設 i隔

45 医 政 局 貝 日外ξJ スヽビス 和ケア研究振興財団

46 医政局 日本車門医制 平4而・言薇T

47 医政局 日本病院会



所管部局

社

・
財
等

法人名

48 医政局 日本医療法人協会
49 医正 局 :日,

50 巨三正:j:::
51 巨三正

コ
コ 日 , こIヨ三リ

△
=

52 医 ] 土 病院管理研究協会
53 財 日ラこ中 報センター

54 民 日 ,

55 医政局 日本E
56 医正 日,
，
′
員
υ □三正 日ラこ見 産師会
58 曰三II 上 日フ 若

59 匿政 員 日ラ ミ十字社看護師 同:

60 医政局 国 た会記1

61 医政局 員 国際Й
コンごヽ

62 医政局 員 女1

63 医政局 員 日ラ 辰! 1

64 医政 馬 政 : =療
‐
]辰興

.65 丞政「 社 国病院理学療 )

66 医政局 勁 医 』=:り子:
67 医政拝 社 日 ,こ鍼灸師会
68 雲B 社 日本 [射線主
公
Ｕ 社 日 , こ:昇≧ 稚巨日

医 政 局 租 日ラこ臨床鶴生検査

71 医政局 社 日太 女 要会

72 医政局 日 , ξI里
| △
l =

73 医政局 貝 日 , 「医学研:

, 74 医 政 鵬 日 ,モリハビリテーション振興会
75 医政局 :日, マッサージ師会
76 医 政 届 土 日 ,ミイ乍 言法士協会
77 巨三II 届 「E ミ興財団               .1_■
■
′ 厘三正 局 日 , Ьん 1 マッサ■ジ指圧師会
79 □三II 社 法ゴ

8C 請 社 日本 授ヨ‖細こ士

81 医政局 全国リ[術研 :

82 要
一
t局 財 柔醤 冬イ雪 汗修試験露 団

83 医政局 露 東洋療法研 団

84 匿三] :医

85 E三] 全

86 匿三] 医療研

87 EttII i 日ラこ臨床工」

88 口腔 保

89 E三] [月:i 日, 医師≦

90 優三II 日ラこ綜合1

91 医 政 上 日ラ :工士会
92 医政 け 日本 国 建IFh会

93 医政局 財 ライラン歯科衛生研究所

94 E三] 土 日 , F生士会

95 二政 :`Eきざ
.96
=政 サンスター歯科保健 辰興財団

97 医政 日ラ 耐 研究研
力
晰

98 医 1 科医学総合研究所

ι 99 医 I E●局 Ц 医療研修振!

100 上 日 , 昼 研究 ]

101 8020 三響1 '「団

102 医政魔 日」 [易

103 医政 日 , 1: コ :ξ巨



所管部局

社

・
財
等

法人名

104 廼三] 日ラ ]II二

105 匝三II 医療科学研究所
106 要
一

日 :

107
一時

一
在 日ラ F『]子

108 □三] ネ 日ラこメディカル
109 医政拝 露 フランスベッド・メディカルホ■ムケア研究・助成財団
110 =醸〔拝 日 , こ医業経営コンサル 2:ノト

医 政 4 トービス
112 □三正 戯 [塁]」 展システム開発センター

113 医政拝 ■ ヒュ‐マンサイエンス振興財団
114 冥
一

′ヽ イラ ヒコンソーシアム
115 健康拝 口i

116 僻 I 局 貝 日 , ξ生活協会

117 自康局 財 国 民

118 塵康局 財 民族科学研究所
.

119 重康局 社 日,こ生活問題研:
120 重躊 局 鳳 日本健 I 文化振興 J

121 菫康拝 日ラ

122 ネ† :りkリ
123 菫康局 財 果健衛 `

124 菫康拝 員 日 , lセンタ=
125 拝 tttL三 :研究会
126 健康層 二業団

127 菫康局 貝 天風会
128 健康漏 治安田厚生E ヨ

129 健康涯
130 健康「 上 日 , こWHO 質

131 崖康拝 千代田健康開発事業国
132 邑康局 貝 4研究所
133 見 F[塁三蟹

134 己I 財 ライフロエクステンション

i35 己康「 日 5 tttE ,コロヽ

136 健康「 公衆医」

137 僻 I [,よ= 生協 f

138 ヒ1 貝 大山1 ]

139 健康拝 研究所

140 ミの研究f

141 健康弄 土 日ラ 団

142 健康月 天

143 健康拝 日ラ i瓦

144 菫康 財 老 お[学研

145 菫康局 員 小野医J '研究員団
146 日ラこjフt, 一ヽツ治療医:

147 己康 員 国 緊協力医学研 : 己報

148 崖∫ 局 員 [塁]』 =工 1 [員 団

149 邑康拝 員 :研:

150 日ラこ対がん協f
｀
151 自康 財 日 ラこがん知職普及協モ
152 置l 局 員 :田記念医学員団

153 自l 局 域 ‖がん研究助成振興財団
154 邑l E 日ラこ/Ak

155 巳康月 員 日 ' 生 琵

156
Ｅ
″ レン

バ

157 筐月 局 村 日本医療社三

158 里康拝 全国地区衛生組織運合会
159 〓

ロ



所管部局

社

・
財
等

法人名

160 塵康月 社 日 , 士

161 EI 日 , ξ成人病予防会
162 ビタミン
163 霊F 日本 医学研究会

164 塵1 局 士 」国栄 士 △

165 届 日 , l断鷺署

166 :J冒百 三井生 ` 団

167 局 i 日本調理師会
´
Ｕ 一局 体力つくり i興

]1]:i169 日ラ
鮨
札 凛富轟会

「
′ 日, ♪ 司

171 :業団

172 健 I 日 , こウエル:こス協`
173 巳 た和証, :ヘルス ∃

174 全国調理師 施 設
力 A
Iカラロ【

175 健 ∫:拝 員 メ 生 1
一調
一 :団

■
′ 健康月 財 日 :スワロ‐
「
′
”
′ 財 日 , ]

178 {建l 月 ヘルス・サイエンスロセンタニ

179 イ建 オ いきいき健康増進財団

180 4建J 月
コ
一
リ 員 健康 ・体 力づくり1 団

1 8 1 {建l 局 アリレコー Jレ健 I 医学協会

182 崖I 局 社 調 理 !センター

183 塵1 局 財

184 塵1 島 土 日 , 5扁:リ △宏
185 巳康拝 土 日ラξフイット' t,2t

△
ム

186 4建l 日ラ 」スt′ ―̈ ソ`コ

187 4建I E 循環器 J i研究振! ヨ

188 健 l エム・オー・エ 塵 [科学センター

189 `建J 員 日 ラ 尿 病 団

190 4建l 拝 「田 l )臓病研究振興

191 薇 [j言3 土 日 ,
ｒ

´

ニキンク

192 |イ建l :拝 土 日 , ミ月歯2 配全

193 健 具 骨粗髪症財団

194 健
コ
コ 日 ,

口
電 予

195 健 :局 アイ ・ヤ ンター

196 |イi]:l:局 日ラ :リスト bコ5

197 |イ【言El 日」

198 `建 i医学研究員団

199 健 l 局 員 l腺研

200 Iイ律 エ イス ・

201 健 月 主 日' 二会

202 健康「 具 日本リウマチ具 I引

203 犀旧チ愚
日

一 i五テ[: [員 巨

204 健 月 1石;][|
205 健康月 日' 壼・ラ 頭症研究振興財団
206 健康鰐 日, こ7 バンク協会
207 健康鰐 日: l tットワニク
208 健l 進財団

209 員 生の健 I 墾学島 l‖ヽ

210 健 化 』 :1[テ[:
211 偲 ■庄 彗̀ 日

団

212 健 局 財 日産層

213 4建i 日 :

214 4建 日 ,

215 健 局 民 三悪 i



所管部局

ストコントローJレ



所管部局

社

・
財
等

法人名

272 E:三: 土 日 , こ日艮金 術 者 ヽ
ぼ

273 日 ラ
‥
ノ

・

11チ F:

, 司

274 医 薬 土 日 ラ ミームヘルス

275 E:三: ヤ 画像医療システムエ:
276 E:三: 日ラこ医科
277 E:三: 医療機暑罫センター

278 日 ラ

279 医 コスメトロジー研究振興財団
280 E:三: 置水研究振興 団

281 E:三: 日 ラこ医薬情報セこ

282 医 : □三彗
ユ

〓

日

一
Fヤンター

283 医 細 訂重

284 医 : 土 日 ラ

285 t」il
286 11lLi 塁

287 医ヨ 麻 こ―覚せい剤乱用防止センター

288 :モ引B 日 ラ 品衛 `

289 [品安全部 ひか,
|“どヽ出

290 :I]5

291 品安全部 日 ラ 衛 `

292 :全部 土 日 ラ 入安f

293 :全部 主 日本輸入1 :品安全推迫
294 :全部 日ラ :・栄養食品協会
295 :部

296 品安全部 貝 :品農医3 品安全性評価センタニ

297 :全部 日 ' ヒ学研:
298 二全 部 社 ヨラ

299 :品安全部 日 ラ 1日]E

301 :全部
:日
本

301 :全部 財 日 フ
ヽ
ぼ

302

303 口Ш :`呈き椰 日本乳容器 ロ

304 コはっ酵乳乳酸菌飲料協会
305 「品量 B 社 子 ・合 品新素材技術センタ‐

306 口ｍ B 汁 日 ラこアイスク:j―ム
307 口ｍ 5 覺

| ●ロ

:品安全センター

308
・ 口 :

Lロロ= 5 マイコトキシン
309 日 ,

310 :準局 士 国労働保険[ 窮咀合連合`

311 :準月 止口共済総合研究所

312 斉塁「 :"

313 基準「 司

314 :準局 社 ル l: こ共済会

315 ヨ月 ]従業 員共済会

316 :拝

317 l月 :ヤンター

318 :月 日ラ
ヽ

319 :「 上 ・サービス 螢共

320 隼 我金チ
321 準 こ本 ユ:艮踏撹̀ 共済会

322 :月 土 形  |
「ハ
: コ摯=

323 日 : :百

324 日木病院退職金共男

325 主 全国石油業退職金共,

326 1準局 社
昴
田

327 準 局 理士電 F金共,



所管部局

社

・
財
等

法人名

襄準局 ネ 西 日,こプラスチック退職金共済会
星 愚 ネ :[コ]F 小企業動労者福祉サービスセンタニ

" ヨJ言3 社 日 , 衛生学会

三鰐 日 ラ 1研究会

]ヨ[2 ヨ拝 日 , つ

333 準 局 土 イラニクレニン安全協会
334 】 ヤ 研 :

335 着塁拝 日本クレーン協会

336
一振 更設工業釜

日本経営 :

338
ヌ

一
三局 社 産業安全技術協会

339 社 経営労働協`
340

Ｅ
Ｆ コ労働衛生団体連合1

341 総合経営管理協会

3421 五三J言み 社 労務 理教育センター

3431 社 卜
一ユ

3441 ヨ拝 社 :国建設業労災互助会

345! 準 局 社 日 ラξ作業環境測 :

3461墨書墨讐拝尋 土
力
晰

3471 ヨ「 反 そ全 ほ協会
3481 日本労働安全衛 ` lコンサルタント1
3491 準 局 上 日本 ,ミイラ 仙

一3501 全 ミE

3511 三拝
‐
リエンタル 青

3521 ヨ月 ヨ労働金Л ム

3531 日 , モ労働者信 F

3541 準 局 ネ十 日 , :用品

3551 ヨ局 社 l両安全技術協会

3561 準 局 社 日 , こ化学物質安全 ・情報センター

3571 i 日 , こテレワ■ク
3581 三漏 全国勤労者福祉 ・共済振!

3591 き暇厚生文化具

3601
Ｅ
澪 員 日 ラ t化 協会

3611 三月
４
コ

一ヽ

一
ム

3621 中 企ヽ業衛生 理協会
3631 二月 全 国

3641選吾4諄拝 日木 モ営教 i zンター

365 暴準 局 財

3661 三j言3 比 巳康医学協会
3671 三月 生

3681 三月 日本j
沿
コ

3691 ]全衛生

3701 基準月 露 翼全衛生管理協会

371 基 2 三月 日本労働衛生センター

3721チ襄 1国労働衛生協会

373 見 研 : 団

3741: 局 母 ′ ヽ 共済福珈L断団

3751 姜準局 贅 西労働保

3761
コ
可 母 :医」L研 : 」

377 日 : ]小企業福祉事業財団

378 著昌f 労災保険情報センター

3791 :準局 覺 日ラ [開発協会

3801 サボートセン 1‐

381
Ｅ
” 産 : 色殉 民

3821 :準局 貴 日ラこ小型貫流ボイラニ

383 準 信 の



所管部局

社

・
財
等

法人名

3841 :局 :田 里設 |

3851 三局 員 =学 振興員 ll

3861 三振 】′] 企ヽ 業 レクリエーションセンター

3871 1準 財 段業福祉共,

3881 準 局 員 西 日, 夕]手′

3891 ヨ拝
:理ヤ ンター

390 三拝 Б工」
ヽ
民

1準層
日
興 土

（
LI

〈
云

力
助

392 安定局 土 雇用問題研究会
393 難定局 土 日ラ 1国料理 ´

2

394 安定「
:漏 センター

396 Ξj層島 員 発センター

397 ]月 員 日 ラこ騨
ヘ

こ拝 :センター

399 :l曜島 土 日本 肇 稟生協会

400 ]月 員 重Li[

401 ぞ定拝 九 墓禾:l :生

402 :宇偏 日 ラこヌロ] 湾福禾
403 :月 員 :北港湾福利

404 :拝 四国港湾福利
コ″4ヽ
l l =

405 ぞ定拝 コ国i 禾一ロ
ヨ

406 :月 日 ラ
刀
ロ

407 安 定 :日, ξマネキン

408 そ定月 土 :国求人情報

409 :拝 社 日 ラ 尺

410 局 社 日本 ″、材 獅

411 ぞ定月 11:L. ≧国 ミ ヘ
バ

412 受足拝 社 全 〕

413 局 社 日本人材紹介事 業協会

414 局 社 日本全職 業話 E―L 召会

415 雷定月 中 7 歯 屋 拝
宙
田祉

テ. どヽ■
】コこ=

416 受定振 全 シル′ヽ一メ センター

417 難定層 主 全

418 :定局 主 キヤリアセンター「

419 1 7日 員 深J晰 F齢者 :;I≡: 貧活 用センター

420 :開局 国際研

421 能開局 日 ラこインドネシア 発浮 力 :

422 民 東南アジア文化友好

423
・
イスカ

424 :開「 ユースワ‐カー

425 能開局 ξ像情報センタ‐

426 :開局 ネ 日 , ウンセラー

427 日 , 壁
贅
嗣

428 土 日 , h労青少年団体協覇
429 日 , こワーキンι : T ―

430 日本糸申士 発

431 能 開 土 日 ラ

432 :開局 土 I日:

433 嗣月 日 ラこ監督士

434 鐘日本愛犬 i導協会

435 能 罰局 i 全
' ハ

△

: 口 広

436 社 旧理

437 社 日 ラ 理士

438 F■ こ工

439 社 日 , こテル・レス ラヽンサービス



所管部局

社

・
財
等

法人名

440 全 :士会運合会
441 土 全国産業人能力開発団体運合会

442 副 日 ,

443 能開局 日 , ミカール・デュイスベルク
444 土 練Il 17

445 能 土 日 , i浄 能開発 〈〓
カ
カ

446 社 日 , 糧労務

447 日, =

448 上 日ラ

449 日,
ハ △ .

口 :

450 能開局 員 っこの

451 能開局 員 :国

452 能開局 員 うすなろ会
453 ′か`

454 勤

455 能開局 財 少年健全育 F

456 署定センター

457 啓成会
０
０
民
０
И
竹 財 職 晨興 会

459 研

460 日本病院管理 欠育協f

461 建: :物管理訓練センター

462 日本医療
463

464 :開局 財 ヽ コ際人材育成事業団
465 `管理財団
466 財 国 | 罠興 員団

467 屋 児 帰 全国私立1

468 雇児拝 こ協
ゝ
一ヘ

公
Ｕ
′
■ 雇 児局 汁 国ベビーシッタニ 〈ム

カ
肋

470 雇児拝 日本 !

471 雇 児 斤

472 雇児局 見 日本児童家庭文化協会
473 雇児局 財 同同1 :児童 菖祉財団

474 雇児局 財 アジア女 交流 ・研究フォ‐ラム
475 雇児局 覺

476 屋 児 全国里親会

477 雇児拝

478 雇児局 覺 」「l: F成
479 雇児局 母 日 ラ 1重 文化研

480 雇児拝

481 子

482 児 局 日 ;

483
Ｅ
お 土 日ラ 団協 f

484
Ｅ
カ 生i

1 485 日ラ
ヽ
マ

486 日, こ母子衛生助成 f

487 露 J

●
０
０
０
４ lj::: 民 がんの子供を守る会
489 雇 児 母 子

490

児 拝

:歴保健生活指蒸センター

491 士 量子 用品 ]導
, △

] コ■電

492 雇 児局 士 日 , ′卜:H 斗医1

493 児 児ヽ 医[

494

495 屋 児 一 世 締 羽 団



所管部局

社

‐・
財
等

法人名

496 J訂涯
児拝

土

497 護促 i

498 雇児局 壁 日 , 人 i`ヨ三1

499 雇 児 1
1世= 己1

△

500 日 フこ原 ≒申甲 菖祉t

501 財 報知 団

502 雇 児 熙 サークルクラブ

503 児
コ
ヨ 菖祉団体協議

5041 i会
コ
コ i田

505 土会居 民 半
ハ

506 土̀ 員 :士

507 :拝 召日 民 吾協会

508 土会拝 目 日 太 黒 ″ 文 化
カノゝ

509 土会拝 則 土̀ 止研 ]可

510 十`薔居 土 日ラ

511 ≦螢拝 員 `らヽ1 ほ 文i

512 [キワニスクラブ
5‐13 員 成 f

514 さ拝 日ラ 厚生貫団

515 ≦妻月 保健 墓祉広報 議会
516

ハ
= 呆ジヤバン記念財団

517 土会 ソロフチミス ξ員 団

518 け会 日 財 jろ卜¬ ほ 団

519
△
= 日 ' 土会 止

ｎ
υ
２責
０ 三 井 浸恩 `

521 土会局 員 二日 土: ∃

522
Ｅ
” 土 日ラ I卍学会

523 東 : メソニック
｀
1524

一カ

公翁会

525 日 ラこ灘 〈
〓

526 国際社会 語祉協議会日本国委員会
527 土会拝 =二 7 ∃

528 土: 上 尾 な目三

529 土会局 土 生活福祉研 :

53C 土会拝 主

531 l動車事故 破害者援護財団

532 土会局 員 半
■ハ

533 月 鉄道弘済 `

534 土会月 :日' 偏物教i 鳳全

535 土会局 土 日 ' :士塁 ヽ
蟹

536 土会「
土会「

日 , 土会福祉士会

537 t 日本介ヨ 止士会
538 土会月 土 日本 土会福祉士養成
539 社会 土会福祉振興・試験センター

540 社会「 ソーシヤルサ‐ビス協会
541 社会局 主

ヨ
申 FfFヨ

542 土会拝 員 日ラミユニフォニムセンター

543
Ｅ
” た和証| 司

544 援 土
●△

545 催 言』冒3 土 国樺太艶

546 援 員 卜湾協会

547 援 日 , 足f

548 催 護 局 ヨ木傷 I 義ヨ人全

549 千 1 トケ

550

551 1 7 3 _ :A」



所管部局

社

・
財
等

法人名

552
コ
ョ 員 特攻隊戦没者慰需平和祈金協会

553 嵯 拝 た東亜戦争1 ,`芝」 団体協諾

554 援 護 ↑

555 援 護
晨
υ
民
０

市
吾 言局 員 行 社

557 障 : :i罰『 日ラ =

558 ;召lζ 全 日ラこ日断泥

559 :害部 土 日 , :411福ね

560 ヨ1馴E 土 日,ミてんかん
561 :1:1: 日,

562 ;:ヨ‖ζ 日 , 士
´

563 ;部 パブリックベノスリサ‐チセンター

564 ;部 奎妨

565 :署部 塵 復光 会

566 脇 害 部
目

¨ 日ラ
ヽ

一ヽ

567 :田こころの
568 障害部 てんかん治J

貝 メンタリレヘルス日本記念財団
570 障害部 辰! l司

571
日
Ｒ

占
甲 析ヽ硼究財団

572 害部 社 )みの
573 i害部 員 日 , 知ヽ的障害者 冨祉協会
574 耳部 域 日::J‖幸展貨■づ螢

575 ド 争1:5 日 ' tダウン症協会
576 ;部 日本 止i

577 署 部 十 : 日本重症児福祉

578 F起ヨ; ;部 社 :国肢体不 自由児 ・ :父母の会艶

579 F起ヨl ;部
日

ハオ 日本おもちゃ日 i 興

580 部 社 日本 自開J 肋 =

581 臓 ヨ音F 日母おぎゃ 金ヽ基金
582 B 土 ゼンコロ

583 障 : [ 銀
ヘ
コ

584 障 i 5 二輌福祉

585 障 害 5 日 , t

586 障害部 土 日 , リウマチ この会
587 障害部 社 全 日ラ

゛
１

588 早 青 社 日本 オス トミー 熙fざ

589 村 :[垂] ヽ
民

590
，
ｐ † 日 , ジス ロフイー

591 B 土 全 :運合会

592 員 当日本

B 日本『 ル ビヽリテーション協会
594 署 部 日本障害者ス, ― ツ

´
7

595 害部 日本盲導大
△
ム

596 障害部 日本チャリティ協会
597 部

』
巳
コ 員 よう愛の 命運動

ｎ
υ
Ｅ
Ｕ 5 貝 テクノエイド
599 5 ヤマト 員 」

60C 土 彎センタ‐

601 老健「 貝 r

602 老健局 :国 老人ホーム

603 老健 主E 団

604 認知症予 中[]

605 老健拝 ユ ニベー ル 巳 国

606 ニッセイ聖隷健
607 老 E リスグリレニブ



所管部局

社

・
財
等

法人名

608 局 村 国老人保健施設協会

609 財 全国老人クラブi

610 社 日ラ 7-トル ヽ
一ゝ

611 財 EりhF

612 老 薇 局 土 Tθり=

613 老健局
ウ
Ｔ シル′ヽ一サニビス

614 老健局 見 健康 ,生きがい

615 老健局 貫 日本興 亜福祉財団

616 老健局 土 日ラtセカンドライフ
|△

617 釧建月 日 , 用
ゝ
瞑

618 福山通運渋 Jゝ r団

619 局 社 全国言iFnl澤謹０
620 局 社 国 民 建∫ 桑l 卜で9ざ

621 i果「 村 :国国民健 l

622 (果覧 土 全国国 I

;623 保 会保険福祉

6241 保険局 員 医療 曇R
, ″どヽこ
, コロ=

625 保[ミ局
626 保険 l 嵐 日 , ξttJ
ワ
′
２＾
υ 保険 j :会

628 年金月 E嗜

629 年金局 :国年金住宅融資法人 ′
〓

630 年 令 馬 土 日ラξ国民年金協会

631 年金局 土 :国年金受給者団 :連合1

632 年金属 土 :国社会保 E ヘ
バ

に“4、

633 年金拝 日ラ 人

634 年金属 日 ,

635 年金属 さシニアプラン 念合研:
636 年金拝 日 , ソヽ 幡共済 且合
637 ロオ 東京労働者 菖祉厚生協会

638 年 金 全国璽

639 年金拝 日 ,

640 年金属 員 F〔Ё L宅福祉
641 年金拝 F【≧ Lサニビス
642 年金拝 員 土会保険協会

643 年金局 :国社会保険メ
Δ
バ

644 年金拝 :生`

645 F金

646 金 局 日ラ
ハ
ロ

△

647 」≧月 し海道社1
648 F【≧月 ネ

■
二 ヒ海道年金福祉協会

649 F【≧月 比 卦森県社会保険協会
650 ゴ≧月 財 岩手 上 7

ヽ
璧

651 F金 財 宮 毒 誕社会保険協会

652 F金局 土 止

653 ゴ螢月 (田!

654 年金月 山形 ! 上 2

655 年金月 財 島

656 年金局 貫 県社会保 6

657 =令 局 臓ラ
ハ
= 果閻

658 年金振 君 土づ螢

659 年金 1員 埼玉 孔社会保島

660 金 玉
| △
: 2 5 =

661 金

662 「≦≧月 土 千葉県年金住巧 :Z

663 財 東





所管部局

社

・
財
等

法人名

720 労 i ヒ1冽「: 念評会

721 労 正 コ鉄労働1
722 涌労優

723 財 〈
〓

724 労政 屋映バス :`:::
725 露 う申艶

726 財

727 労 : 覺

728 労 政 覺 日本医リ

729 日 ラ

730 日 ラこ経営j

731 〔 輿 中 5産業 ・ :五テl:

732 労 政 覺 窓合生所開発研究所

733 ジヨ] 1働

734 フ
曇
曰 当に1

ノゝ、″

735 課 土 三田労働基墨
,ハ

736 社 山髭遅壁墨鐘
、″ごヽ

737 社 京都上労働携

738 社 中央労働
△

739 ナ」LE

74C 地 方 上 力基準 △

741 土 こ田労働

742 士 土

743 土 名北労働 : :準協1
И
竹
”
′ 地方 業 ヤ 三 自 労働基準協会運合会

745 土
『ワ 協会

746 日 社 Jヒ ]道労働基準協会運合J

747 地方
、 748 地方 1回

749 地 方 鹿 児

750 地 方 社 岐阜県労 営逼El合f

751 地 方 課 | 労働保健
752 地方課 社 馬労働 : ヽ

質
ハ △

753 地 方 課 社 君津労働基準

754 地 方 果 社 秋田県労働珪準 t

755 地 方 『鵬

756 地 万 課 上 國51
757 地 方 課 社 東京労働 | 準 1適合 会

758 イう 士

759 下 :地区: =

ハ
υ
公
υ
”
′ 斤

761

762 土 一ユ ,73

ａ
υ
”
′ 黒 叶

t
労働基準t

764

765 AEl l △
=

766 主 海道勤労者安全衛生センター

767 L墨= 1会連合`

768 土 岡 l 1県労働基4
ヘ

.769 ヽ △
コ フ=

「
′
，
′ 上

771 土 塾野県労働基準 1会連合会
7712 地 : 巽 土 吉城経営J

773 地 : jlI口士:区:
774

775 地 : 土 七尾労働基準 ヽ
ベ



所管部局

社

・
財
等

法人名

776 「課 1社 置 ] 労 働 準

777 地方課    | t■ 西労働衛生 『センター

778 llh方課    | 喧 :日 ヨ
「

779 ,課 1社 争岡県i ヤ ンター

780 地方課    1社 ノヽ戸ラ 止:

781

782 土 菖岡経営者労働福祉協会

783 土 ,中糸邑県::着働

784 土 労

785 ヤ 労働基墨

786 地方課    1社 知労働 :ム

787 地方 l ll

788 ll

力

1社 [都労lyl基準i

789 | ll 千 :労働基準協会連合会

790 地方ヨ lネ† そ舅誕

791 tl l l■ :_ヽ つ 〈
〓
力
詢

792 |ll 冨涯 ワ̈ 助理

793

tl

方

1社 佐賀県労働 準協会
794 1社 :1労務安全衛生協会
795 1社 大分県労働 : 1準

796 l社 艮労働基」

797

方

1社 LL 書 :運合会

798 淀 l労I B l

799 地方課 土 尺阪:

800 肛
一地

1社 L庫労働基準連合会

801 |ll

802 地 E 十

803 l祖 佐久労働 1準 力膀

804 !ネt 大阪シ
805 1社 雇用 罫理

806 「:湯鳳 大分 i :機械 習 所

807 土 菖岡 〈
〓

′●、 ″

口 :

808 士 土 口歌山県労働基準協会

809
ヨ
ベ 福井県労働重,2ξ塁

810 地方課 滋

811 地 : 土 覆E里田労働基2

812 ll 1社 ≒県労働 J 準 l会1 ′ら、“

813 地 土 所沢地区ヴ

814 地方ヨ 埼 玉労傾 1会運合会

815 地ラ 蹟
:■プロ.4

816 地方 メ

817 地方課 準

818 方 カロぎ労働 : 準

819 土 ≧沢ジ
820 地 方 111lL 1部労働技能教習センター

821

|ラ1ヨ
1社 l能拳総合労働 ' ::`:::

822 1社 石り| 労働基準協会運合会

823 地方課    1社 上

824 士Jし: 1社

825 11にlL 知 具労働基墨

826 lヨ11 (海道労働

827 地方課 コ コ医
晰

82( 士引L:

829 ノヽプて:
830

ヨ
ド

831 地方課 土



所管部局

社

・
財
等

法人名

832 地方課 社 水戸:

833 地方課 社 ‖馘 地 区労 働基コ 協

834 厖西蒲労災防止
△
ム

835 区 ヨ協 会

836 イう一格士協 会

837
■
Ｉ一則 区労働基
方労働基

三協 会

838 社 八戸j 三IF n会

839 方 社 土浦労働基準協会
840 地方: 社 黒石地区労働基準協会

841 地 :

842 :地区労働基
△
=

843 地区労働基準協会運含会

844 相馬労優基準協会
845 地 : 十 丘

（
ニボイラー技士協会

846 へ
蟹 麟 働基準協会

847 :岡労働

848 こ田労働

849 方 ネ† , 負西労働 猿 協 会

850 地 方 社 白河: 準協会
851 社 編 習 川 労 働 基 準 協 会

852 社 :里予: 準協会
ｒ
υ
０
０ :禾口[日 基 準 協 会

854 大分 県勤労者安全衛生センタ■

855 ブゴ言 社 福 :労働 準協会
856 地方課 社 岐 笙 協 会

857 肪一肪
一嚇

社 松 こ労働 星 協 会

858 社
由
蕃業協 会

859
ヨ
代 社 君51 l労働基準協会

860 地方課 社 静岡県観光旅館労務対策協議会
861 地方課 社 京都南労働基準協会

862 地方課 社 労働 果 準 協 会

863 封Lブ 社 田川労働基準協会
公
Ｕ
０
９ 社 鹿島労憚基準協会
865 地方 社 青梅労信i基準協会      ‐
866 方 土 四 市 ム

867

868 長野労働: 星 協 会

869 地方
ヨ
ド 上 働 : 獲I r h会

870 地方課 社 上 ′ 準協会
871 地方課 社 山

‘
タ 獲 協 会

872 地方課 社 春 日部労働基準協会

873 地方課 社 鶴 岡労信基準協会

874 ぼ課 社 國
875 「:湯R 社 小倉: 基準協会

876 L 4 h方課 社 三鷹 : 票 星 Irh会

877 熊 谷 地 区労 働 果 準 協 会

878 東京ガラス外装クリーニング協会

879 縫 社 こ田労働基準協会

880 地方課 社 1里予: 基 準 協 会

881 更埴労便基準協会
882 大町労憚
883

884
口
ヽ 土 日 : 雪 憚 某 塗 協 会

885 地方課 社 ]地区労働基準協会
886 地方課 1社 1秩父地区労働基準協会

'

887 地方課 社 栃木 裏準 協 会



所管部局

社

・
財
等

法人名

888 地方 社 行 田士1区労働基準協会
889 地方 土

ｊ

一
口田
一
労働基準協会

890 地方ヨ 社 宿労働基準協会
891 基 準 協 会

892 高齢・障害者雇用促進協会
893 カ 高齢口障害者雇用支援協会
894 士 岩 手 雇 用 嗣発協三

895 士 雇用支援協三

896 l・ 田 :雇用 旧発協:
「
′
ｎ
ｖ
０
０ 「:じ晨 社 山形 ! t呂齢 ・障著者屋 用更破協 会

898 地方課 社 菖島県雇用 嗣発 協 会

899 地 : 社 城県雇用 嗣発協会
90C 雇 用 発協会

901 士 馬 !ι雇用 :25=

902 発 TF h警

903 地方 土 ヨF] 雇用開発協会
904 地方課 土 椰雇用開発協会
905 地方課 土 新潟県雇用 嗣発協会
ハ
）
ｎ
ψ l・ 土 電ヨ [ 雇用開発協会
907 石 l: [雇用支援協会

908 福井 [破協 芸

909 地方 土 山梨県雇用 こ進協会
910 地方 村 長野〕 雇 用 嗣発 協 会

911 地方課 土 岐 皇 雇 用 支 撮 Irh会

912 地 方 課 土 愛 知 県 屋 用 開 発 協 会

913 地 万 課 土 二重県雇用 嗣発協会

914 地方課 滋 賀 県 雇 用 開発 協 会

915 京都∫F高齢 障 害 者 層 用 支 機 協 会

9 1 6 大阪∫:雇用 嗣発協`

9 1 7 士 雇 用 嗣発協

918 地方課 土 和歌山県雇用開発協会
919 社 雇 用促 造 協 会

920 地 方 土 岡山 : :雇用開発協三

921 5,テ| 広島県雇用 嗣発協1

922 山 口 県 雇 用 旧発 協 会

923 地方 土 島層 用 支 着協 会

924 地方 社 :雇用支援協会
925 地方 | 社 :輪 ‐障 害 者 雇 用 V祥 協 会

926 地方 諜 社 :知県雇用開発協会
927 地方課 社 長崎 県 雇 用 支 榜 協 会

928 地方課 社 熊 本 県高 齢 ・

929 沖縄雇用開発協会

930

方

i断 三協会
931 土 ミ労働基2 三協 会

932 地方課 土 沼 労 401果準 協 会

933 i那労働基準協会
934 升勢崎労働基準協会

935 方 土 労 災 剰霞 千冒富ヨl矢嘱子1難躍ヨ1熙会

936 地方議 ヤ B労働基準協会

937 己利労働基準協会

938 つたらせ技能講習センタ ,
939 労働基準協会

940 土 岡労働基準協会
941 こ阪中央労働基準協会
942 地 方 口果大澤 地 E労 働基 準協会

943 斤潟県労働`新生医学協会            ‐
~~



所管部局

社

・
財
等

法人名

944 l・ 土 事珂 早 督 己i

945 地方i 土 一師 ,△

946 鳥取県産業環1
947 t・ 崎県雇用開発

, △
] =

948 地方課 則 ヨE` ざ喧重ヨ

949 地方課 一則 岩 羊 学 1重カ 】
」

ヽ
医

魔
υ
ｎ
υ 「課 員 F テ生センタニ

951 士 員 岡県i

952 士 尺分健康管理l
953 地方課 東海検診センター

954 響 貝 =ョ

955 地方 員 「センター

,956 こ都労働災害被災者援護財団
７
′
質
υ
ｎ
υ 万 友愛健康医学センター

958 地方 江南クレーン技能教習所
959 地方 :全衛生 及センター

960 方 課 け 衛生研1 折

961 方 課 財 陸予防医』

962 貝 九州健康総合センター

963 itL: 製労働衛 ` lセンター

964 士せ15 民 岐阜 県産業保健セン`

965 規Lフ け形電
公
Ｕ
（
υ =道労働1晨健管理協会
967 員 津健 l センター

968 員
４
フ
日
田 新生 センタ‐

969 果 財 岐 :健1 理 セン`

970 方 諜 財 菖島県労 ヤ ンター

971 方課 ヤ 房木県健康倶楽部

972 地方 E モ山 センター

973 :りll県 ≧用開発
974 地方 ‖県沖縄協会

975 地方 員 ロロF 労 催 センター

976 県高齢者・障害者雇用:
977 :様訴ヽ・ll 署者雇用支援協会

978 tl Ц た分! △

F

979 ll 果 一層
| ′̀|、

980 方課 吾井県予防医辱 へ
医

981 地方課 影 菖岡県1■こやか 邑l

982 地方課 勁 冨岡労働衛生研究副
983 地方課 株 雪県j :医:

984 ll 員 滋賀保健研究センタニ

985 フ 電知

986 地方課 斤潟 県 置I 発 員 司

987 l・ 財 日

988 』口県予

989 た団 生センター第一病院
ｎ
ｕ
ｎ
υ
Ｏ
υ 地 方 埼玉県健康づくり事業団
991 地 方 果 け 菫予Bち| 県 民 団



資料4二③

平成22年 4月1日現在で厚生労働省0白役員又は
職員が在籍する所管公益法人

所管部局
社

・
財

法人名

1 ヨ際諜 国 l □

2 国際課 員 :l記: l員 !引

3 国際課 日 ' てILO

4 国際課 日 : センタニ

5 国際課 貝 国際医療技術交流馳巨

6 国際課 員 日 医学医療交流民 同
，
′ 厚 団

8 斗課 員 フアイザーヘルスリサーチ振興財団
9 報 部 員

ヘ

10 医 政

貝

日ラこ[困三

医 政 日 :

12 医政局 員 がん研 辰興民 I司

13 医 政 =学 情報センタニ

14 医 政 “世 ‖医学 医療 FJl

15 塁政局 貝 が ん リ ]比 団

16 医 政 E週

17 医 政 財 日 [ 1医学協会

18 医 政 局 日 , =

19 塁政局 土 日ラこ医療法人

20 医政 局 土

21 医 政 全国自治体リ

22 医 政 i院管理研究協会

23 医 政 局 露 日 ' ヨ医J l寸l

24 医 政 局 日 :

25 医政局 土 日ラ「ヨ
力
助

た会記:26 医 政
ヨ
４

27

醐一醐
』こ

=

28 オ 木 女育振興比 団

29 医政局 日ラ 照即 民 団

3C 医政局
31 医政局 土 日 , 灸 師

32 =政局 土 日ラ 雨1

33 医政局 日ラ 雨会

34 医政局 日 ,

35 医政局 日 , ξリハビリテーション 民夢
面̀公

Ｕ
う
０ 医政拝 全日本 鍼灸マッサニジ

37 医正 東方医療振興貝 ヨ
38 医正 ヤ :法学校協会

39 医 :国」 テ研: 同

40 戻歯 層 :硼

41 □三正 [洋療法研修試験員

42 医正 土 全国柔進整復学校協会
‐
  43 □三I 医療研修推進貫団
44 □三II 日 ,

―
Lモ

45 医 1医療研 辰興員 l可

46 医 日 ,

47 医 土 日 , 医ヽ薬品卸



所管部局
社

・
財

法人名

48 医政局 日 ラこ塀竜[ 17

49 医政F 日ラこメディカメレ給1
50 医 ] フランスベッド・メディカルホームケア研究・助成財団
51 医 ] 社 日ラξ医: コンサ ルタント

52 医 ] 塁療関英サ‐ビス振

53 医政拝 財 医療| 展システム センター

54 =政 月 財 ューマンサイエンス
Ｆ
Ｅ

55 貝 国 民
ゝ
〓

56 健康局 日 , ミFI押 研究所
57 豊康「 日 , 街 牛 ヤンター

58
Ｅ
″ 4はt` 刻ヒ学0千:

59 財 予防医学事業中央会
ａ
Ｕ 1目[「 鵬 日ニ 冥

一

61 線影響研究所

62 見 老歯 巳f lttJ「:

631 ヨ際 協力医学研: 辰

64
■
■ 医学研究員 団

65 拝 安田記 1 医弓
Ｅ
Ｅ
＋
嘔

661{ 日 = |がん研究助成
67 日ラこ公衆衛生協`
68 拝 全国保 崖センター美 ゝ △コ コベ
公
υ 健康局 全国地 区衛生 i合会

70 崖康拝 土 日 : 卜全

71 {建l 勁 三井` [生1 団

72 健 康 局 種 日」

73 健 l
Ｅ
ル 財 こ和証 , トヘルス

74 健 l
Ｅ
″ 助 日 ,

75 1建l
Ｅ
ｆ 財 崖康 ・体 力づく

76 |{【目き
コ
コ 土 アルコー レ健 l 三ゴ

77 1建I 局 理 れ な 一

78 11[[I 生 f :員 団

79 143ヨ言l 社 日 , こフイットネス

80 :4建康局 見 日 , 己l スボーツi
81 健 R 彗員 同

82 健 ∫ 日本糖尿病財団

83 健 土 日本ウラ一 キ ンう

84 4ittl拝 日外胡図2

85 健l :局 員 日ラ 失BJ予

86 健 康 局 員 陸病医学研究財回

87 牌 贋 局 員 1月泉IJI:
０
０ 健康‐局 員 エイズ予
89 塵F 日ラ =会

90 巳康拝 見 日 : リウマチ賞 団

、91 圭 局 員 i研究財団

92 塵康局 貝 琶肝g 団

93 健
Ｅ
″ 日ラこアイノ`ンク

94 健 日 ラ 思移 ツ ワァク

95 1日[I 局 員

96 i建I の [医:雪 ]

97

98 塁学財 ヨ
99 健 日 j

100 !健I : サ‐チセンター

10 促 財 ウイルス肝炎研:
102 イ建I
103 健 :国ビルメンテナンス

104 1建歴 局 貝 墓 『及1



所管部局
社

・
財

法人名

105 11日目 ヒ局 鬱 ビル管理教育センター

106 健 :,署3 社 全 日ラ 園

107 1健EI :j言3 社 全国曼 理

108 健 馬 社 日本ダストコン卜ローール
109 巳I 局 社 日本ブールアメニティ

110 健l 局 計 日本ペストコントロ■ル協会

健 社 日 ラt理容美容教育センタ∵

112 {建l
Ｅ
Ｉ 社 全国生活衛生 ヽ

コ

113 僻 疑局 社 日 本 : ンサプライ ヽ
民

114 [j署3 土 」ハ ウスクリーニング 穴

115 健 康 コ生活` 旨逗 ヤ ン ター

116 1廷EI 日 , アイ 7ノ ■ ■ 展興

117 僻 美容師 センタ‐

118 健 [j詈3 日 ,モサウナ・スパ協会
119 健 日 , (エステティック研究貴団
120 健 日,

ハ
=

121 健 日 , 工 ∃
′122 健 全国上下ラ コンサルタント協会
123 1廷EI 具 t道技術研究センター

124 健 Fた■ 財 給フK工 :

125
”
Л
ラ医 社 日 , 百三

126 冥
一

土 全 日ラ 医

127 医 日 , =

128 医 員 日 5 lタディアオ :J:J―

129 医 ,コロミ

130
”
″
フ医 員 医科学応用 研究 財 [

131 医 | 日ラ 雨研 :センタ‐

132 医 :

133 [塁:: 日 ,
｛
ｎ

134 医 日 , こ
/AN; ヽ

駅

135 医 薬 士 日 ラこ眼鏡技術尾

136 医 薬 日ラ リオ研究所
137 医 日 , 一ヽムヘルス ヘ

バ

138 医 薬 員 [塁三リ ニ センター

139 冥
一

コスメトロジー研: 晨興員 団
140 医 薬 員 日 : センター

141 医 薬 員 医 : i幸辰割旦Ё当」 Fセンイ

142 医 | 土 ul匿

143 医 薬 社 日本血 i

144 医 血 i

145 医 十ナい 用 B 「止センター

146 安全部 土 日,
| ハ
l フコマ

147 食品安全部 ひかり
148 食品安全部 見 日ラ 4葦i`

力
一

149 モ≧音「 社 日ラ 入 1 :全

150 食品安全部 財 日 ラこ健康 口栄 Iム

151 食品: 全 部
口

:医 :品安全性評価センター

152 費全部 日 , ヒ学研究振興 団
153 合品安全部 鳳 新 ヨ本検夷
154 品安全部 員 日 , こ軍L: 術

155 :品安全部 日ラこ乳容器・機器協会
員
Ｕ 品安全部 :国はっ酵乳乳酸菌食
157 :品安全部 員 蜃品薬品安全センタニ

158 :品安全部 マイコトキシン
159 :全部 日 :

160 基 準 晨険事務 組合連合て

161 L・共済総合硼



所管部局
社

・
財

法人名

162 基準局 ‐サ=ビ ス :退職金共カ

163 基準局 十 財形福祉協≦

164 基準局 土 :日本病院退職金共済会

165 栗準 局 ト :国I 十サ ー ビスセンター

166 果 星 鵬 日 '

167 基盤 届 日ラこポイラ
| △
: フ5 =

168 基準局 上 :イラ・クレーン安全協会

169 基準局 十 日ラこクレーン
７
′ 墓星 局 土 工

171 基準局 :`呈き
| ハ
,コ3 1

172 基準局 土 全 IE :合`

173 基準局 土 労務管理孝 Fヤンタ=
”
′ 基準局 ネ :国建設業労災互月

175 基準局 社 日ラ

176 基準局 土

177 基準局 ネ
△

178 基準局 土 日ラ :`≧宿生コンサルタント会
179 土 日 , こボイラ: 備据付
180 :国労働基準関係団体運合 f

181 三∫言3
182 三』言3 土 日 ,

183 基準局 社 建設荷役] 覇: 肝

184 諷局 日 , ξテレワーク △
ム

185 準 局 菖祉 “共済振興
IA

186 :準局 員 :日ラ 助

187 :準局 員
ｒ
可

ゝ
ヽ

188 :月言3 員 1国: テ生

189

190 財 日 本 中 小 企 :

191 :準局 員 tセンタ■
192 十 ボ ー セヽンター

193 ユ拝 業殉職者霊堂奉賛会
194 若三帰 田建設労昴 ヽ

に

195 準 局 員 医学振 !

196 基準局 員 共済団

197 基 準 局 具 西 日本産業衛生1

198 基準拝 理センタニ

199 :月 1会

200
Ｅ
ル 彗センター

201 :振 日本職業協会
202 安定局 財 害雇用: ]センター

203 :』言3 社 日ラ
置
田 [生協会

204
Ｅ
” 財

¨̈

″

205
Ｅ
” 社 日ラこ看 政紹介 1

206 憂7局 社 全国求人

207 土 ロラ 尺

208 いて 全

209 1定 日本人材紹`
210 :局 土 中 7 F歯 i雇用

ヽ

211 安定局 村 全国シルバニ人 センター事業協`

212 安定局 社 EEl重 :障害者雇用事業所協髪

213 能開局 財 国 緊研
七
●

214 開 局 期 :映像情報センター

215
“
■ 村 日 , :カウンセラー ヽ

中ヽ

216 村 日ラ ′1》̀

217 社 日, こワーキング・ホリデー

218 社
△ △



所管部局
社

・
財

法人名

219 能開局 日 ラこ生 I

220 目E日嗣カ 業訓練協会

2211
日．
ル 展つこの [

222: 労 ;少年
2231 介ヨ労働安定センター

224 啓 F
ヽ
ｒ

225 財 建築物管理訓l約ヤン″

226 壁

227 能 FI l局 r/lxE 人 育成: ∃

228 能 開 国際労務 彗理財団

229 屋 全国保育士養厄

2301 一屋
Ｅ
″ 全国ベビニシッター

231 雇児1局 日ラ

232 層 児 局 貝 雨宮児 菖祉財団

233 屋児局 アジア女性交流・研究フォーラム
234 屋児局 全国里 見考≧

235 雇児局 児 童

236 屋 児 具 こども未来目団

237 雇児涯 日 ,
ヨ
冊 ll矢

238 雇児局 生研究会

239 屋 児 家 :計画国際協 力覺団

240 一屋 拝 員 がんの子

241 一屋 | ム

242 屋 児 カ 家庭保健 J 活指基センター

243 屋 児 社 母 子 用品
美

ヽ

244 雇児局 三学研究振興財I

245 雇児局 女性 :

246 雇児涯
―世紀職 :

247 在L垂ミカ 社 会 冨祉研究所

248 社会「 員 ′ちに■ 1承 回

249 社 会 局 L広報覇
2501 社会月

口
貝 晨ジヤパン記念員 団

251 社 具 Jら卜¬ ほ 止旦

2521 1lLl 日ラt社̀ 済会

2531 社会月 国 際 土 菖祉 :議会 日本国長

254 社 :拝 員 団

255 社会局

256 社 自動車事故 震護財団

257 社 道弘済会
258 社 日 ,ミ介護福祉士養「 1設協会

259 社会拝 日 ラξ介護福祉士ヒ

260 社 き拝 貝 土づ≧ Flll・ センタ∵
261 社 貝 尺禾ロ き福

262 援護拝 日 ラミ遺族会

263 援護漏 員 日t 尺会

264 援護局 =干ユl 旨ケ 滲嘔 士づミ

265 横 護 荘塗:毒,製:ヒ」寵 需団 1議 会

266 援護振 1国残留孤児

267 障
■
ロ
巨
コ

268 障 事君
口
Ｐ 日 , 止i

269 障 害 51
ヽ

2701 障害 i 員 てんかん治1療研究振興財団
271 llEl 椰 メンタルベルス
272 障 椰

・神経科: 展興見 l』

273 障 害 露 分 i3

274 1厚署 :椰 日本 重症児福祉協会

275 腫 署 剖 日ラ
IA



リハビリテーショこ

シリレバニサ■ビス



所管部局
1社

・
財

法人名

333 年金局 員 千 :県社会保険 ヽ
ベ

334 年金局 千 県年金住宅
335 年金局

△
=

336 F金属 l 土会保険協`

337 金 属
:潟県社会保険

338 金
引
ロ !県't会保険 嘉会

339 ゴ螢拝 石 県 土会保 B

340 百≧拝 員
４
ブ
置
ヨ

ハ
=

341 F【≧局 山 上〔 ム

342 年金 f 会保 B

343 年金拝 山ぼ[」L県 土会保 E

344 年金拝 員
Ｆ
”
口
４

345 年金局 民 F≦≧

346 年金局 調県社会

347 年金局 :`:I] 卜
一ユ

348 年金局 露

349 年金局 滋

35C 年金局

351 年 ≧局 丘
（

土 曇R

352 年金局 員 土三 ヽ
璧

353 年 t 員 ざ保険協会
35` 年金拝

■
４ 鳥取県 土会保閻

!△

35[ 年金局 員 土会
△
ム

356 `Tll 日 岡山県 ±1 力 △
|力=

357 FFl`
Ｅ．
Ｒ

へ
医

358 `ヨF: 社

359 年金拝 貝 』口県社:

860 年金拝 員
ハ

361 年金局 協 会

362 年金局 愛 頻 上 二R

363 年金局 i知県 土会

364 年金拝 冨岡県社会保 [ 熙会

365 年金拝 員 墓岡 !
公
Ｕ
う
０ 年金局 員

367 年金月 長崎県 さ保 [

368 F金 員 本
し
じ
ヽ

369 金局

370 金局
日
興 :分県社≦

371 金局 財 児島県社受

372 金局 沖縄県社会保

373 社 アジア人 口 | △
ム

374 ワ̈ 政 [化

375 改 員

376 労 政 ワ̈

377 ,政 員 連合総合生え 巻研 :
, 耐

378 労政

379 地 方 t 三田労働基準協会
ｎ
Ч
０
０
り
０ 地方 計 山 移県労 1会i

381 地方 中央労 動基≧

382 地方 森県
‐
労働 :準協会

383 地 方 社 大阪南労働基準
,ハ

384 l・ 社 日
| “̀ユヽ
: = Z = =

385 片言異 i |

386 地 方 名 :

387 方 1会運合う

388 上

389 地 方 社 助



所管部局
社

・
財

法人名

390 L 山口県労働基準協会
391 士 層 県島 県 労 働 果 準 協 会

392 士 岐阜 県労働基準協会連合会

393 方 覇 群馬労働 基準協会運合1

394 tiL: 君津労働基準協会

395 士 F l l l  F H県学 種 基 塗 協 会

396 フ

ブ̈

冨崎労働基準協会

397 東京労働基準協会連合会
398 土 立川労働基準協会              ‐
399

方

社 小松労働基準協会
400 土 舞鶴労働基準協会  :
401 憂知県労災指申医協会

402 争岡県労働基準協会連合会
403 士 岡山県労働基準協会
404 方 土 新潟県労働基準

長野県労働基準
鈍
一鈍405 =

406 地方調 土 颯 経 富 者 T r h会

407

媚一劇

土 [大阪労働基準協会

408 七尾労働基準協モ

409 土 関西労働衛生技術センタ‐

410 地方3 社 L日日

411 利 :島県う 果 笙 協

412 地方調 社 縄県労働基準協会
413 地方調 社 :良県労働基準協会
414 地方ヨ 社 F
415 土 愛 知 労 働 果 準 協 会

416 ll 城労働基準協会連合`
417 士J]E [ I l切働 基 準 連 含 会

418 土 千 葉 県 学 種膜 菫 協 会 連 合 会

419 llL: 土 鳥取県: 基準協会

420 = いわき労働基準協会
421 墨島 県 労 1動果 導 協 会

422 封Lフ :賀県労 lNl基準協会
423 地 万 謀 本

示 安全衛生協会

424 十 大分県労働基準協会
425 島根労働基準協会
426 ヤ 大阪労働基準更
427 封Lフ 兵庫労働基準 1 △ △

428 地方3 土 媛 :

429 肪一嚇
士 崎県労働基2 肇協 会

430 久労働基準協会

431 士JL: 土 雇用管理

432 汁 i基準協会運合会
433 土 和歌山県労働基準協会

434 士Jし: 土 福井県労働基準協 1

435 社 滋賀:

436 土 西野田: ユ1弔

437 地 方 玉労働基準協会運合会

438 地方調 土 1県: 助基 :ヨ協会
439 フ 十 :23=

440 沢労働基準協会

441 地方調 上 1部労働技能 習センター

442 士 :能登総合:
443 石川県労働基準協会 i :合会
444 地方調 i知県: △ ハ

445 「調 t海道労働 ヨ協 会

446 地方調 土 木県: 働基準協会運“



所管部局
社

・
財

法人名

447 地; 瀕 士 八女労働 | 準

448 地 : 士 こ阪 :

449 地 : 晰 菫 封

450 地 : (戸労働基準協会

451 地 : 区 :

452 ケ 虜

453 地 : 瀕 士 八戸地方労 勘基準

454 地 : 地区: 1会艶

455 † : :日 Z

456 湯 佐野労働 : 準 品会

457 地 : J 士 禾EE日: :準

458 地 : 冨島労働:
△
=

459 地方調 土 岐阜労働 1 準
ヽ
いヽ

460 地方澤 土 公本労働: 準
△
=

461 社 郡山労働 | 準

462 地 : 岡県観光旅館労務対策協調

463 itL:
L劇

464 地 四 日T

465 地 方 拐 土 伊那労働 : :2軍E

466 地 方

467 境Lブ 土 山 形 ム

468 社 F日書B:労僣 12ξ量

469 地 方 岡労働
ヘ
=

470 k田 : 本

471

472 フ 土

473 大町労働 準 I I J l塞

474 土 日立」 ヽ
一ヽ

475 フ 土 房木:

476 社 品り|1労働 | 準

477 斤7

478 土

479 北海道高齢 ・『 者 雇

480 † 用支援協会

481 社 岩手県雇用開発1|力 宏

482 主 宮城県雇用支 民

483 土 秋田県雇拝 開発 輛会

484 社 山形県7 へ
■ 障害者雇用

485 謝 土 冨島県雇拝開 発

486

487 [ 県雇拝

488 方 土 詳罵県雇 調 :

489 地方 ヨ 社 埼玉県雇拝 嗣発
, △

] 3 日ヽ

490 地 方 千 拝

491 地方 リ 土 隅雇拝 i:‖ 日

｀

発

492 地 : 月

493 ll

494 ll 石りl バ

Ｅ
Ｕ
ｎ
υ
４ ll ネ 月

496 ll 月
′
ヱ

497 ] 社 L =

498 社 岐阜県雇拝 力 Zゝ
助 ム

499 ll ネ 知
, ハ
コ=

500 フ ム

501 方
護
レ 「 滋賀県雇 開 発 傷会

502 刊支援協会
501 土 こ阪府雇用 開発



所管部局
社

・
財

法人名

504 地方課 土 用
ハ
υ
買
υ l・ :山

506
一ヨ
Ｅ 崖

507 士」L: 岡 L 用

508 l・ :優
△

5091ナ 1回

51C

5 1 1 土 雇用:

512 社 :知県雇用開発

513 土 長崎県雇用支援協会

514 地 : 音雇用支援協会
5 1 5 地方

一劃

516 地方
ゝ
蟹

517 地方 土

518 地方 社 ]沼労
△

519 地
口
ｐ
コ
カ

520 地 升

521 地 浄岡県労災保険指定医療機関
522 地 土 一己

523 ‖Lフ 宮労働基準

524 地方調 社 こB5こ[
ヽ
蟹

525 藷

526 社 誕雇用:
「
′
●
４
５ 汁 『崎県雇用開発 へ

医

528 毘 :月

529 センター

530 熙 Bヴ

531 江南クレーン 【習所

532 方 費全衛生研修所
533 フゴ言 岐阜県産業保健センター

534 れ方 訓 母 ]道労働保健管理協会

535 i働衛生センター

536 :センタ=

537 蘊̀

538 J 比 冨岡県高齢者 ・障害者雇用支援協会

539 刊支援協会

540
|″̀ユヽ

541 見 ヨ1月己! 雇 用

542 :予防医:

543 :岡リ こやか健康事業国
544 働衛生研究所
545 学協会

546 地方調 員 滋賀保健研究センター

547 地 E 員 斤潟県健康開発財団

548

549 bば県5
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曰 因

従来の公益法人の状況について・・・̀・…・.¨̈ .. …̈…¨̈ ¨̈ 0:・…¨̈ "…
"2

公益法人制度改革の目的 :…̀ ・""¨¨̈ ・̈・…・・̈ 0̈'¨̈●●̈ "̈。・・・110●̈・3

公益法人制度改革の経緯 001・̈""・:.…。."" 0̈0‐・̈ "̈0,¨̈""“00"●:・03

公益法人制度改革の目的実現のための骨子 …̈・・̈・・"¨̈ …00"・10 ・̈:. 3̈

新制度の法令等の体系 ・̈・̈…Ⅲ「・,¨̈ ¨̈ ¨̈ ¨̈ ¨̈ ・̈・̈"¨・̀・0,¨̈`..04

従来の公益法人等の新制度における選択肢"bO¨̈ " L̈●…..。
。̈…………05

特例民法法人について……¨̈ …… "̈¨¨̈ ¨̈ ・・̈ …̈…
…̈ "̈""“ …・7

新制度における法人の内部続治(ガバナンス)・…・0,0,0'°
°°°0“●●̈,00 …̈ 0̈7

新制度移行後の法人の監督 …̈90"●:●●̈¨̈ ・・̈………
…̈ ¨̈ 0̈,………"・7

特例民法法人から公益社回・財回法人への移行認定 …̈
…・・̈ …̈¨̈ 100 9̈

特例民法法人から一般社回0財回法人への移行認可 1̈・
・Ⅲ…
0' …̈" 0̈「・・・13

新制度における税制 ・…¨̈ ¨̈ 0̈,¨̈¨̈ "
0̈,¨̈¨̈ ¨̈ ・'῭・̈¨̈ …●●15

公益社回0財口法人、―般社口0財回法人(移行法人)と従来の公益法人の比較表
¨̈ 017



日本の公益法人制度は:明治29年の民法制定とともに始まり、以来約1世紀にわたって、民間非営不Uヽ
部門におし`て大きな役割を果たしています。公益法人は民法第34条(新制度において廃止)に基づき、
主務官庁の許可を得て設立され、各種税制上の措置等を軍lJながら様々 な活動を行つてきました。

民法第34乗に基づいて設立された社団法人及び財口法人の状況け、以下のとおりとなっています。.

(参考)1民法(明治29年法律第89号)(抄)

(公益法人の設立)                              ｀
     .

第34条  学 術t技芸、慈書t祭祀、宗教その他の公益に関する社団又は財団であうて、営利を目的としないもの

は、主務官庁の許可を得て、法人とすることができる:

国所管・財団法人

ト

公益法人等のうち、教宵または科学の振興、文化0向 上、社会福祉への貢献その他公益

の増進に書しく寄与するもので一定のものを「特定公益増進法人」とblしヽます。
一部o法

レi人以外は、特定公益増進法人となるために、主務大EO認 定が必要です:    .:

この法人の主たる目的である事業に対して寄的をした場合t寄附者は税制上の優遇措

置を受けることができます。               .



民間非営利部門の活動の健全な発展を促進し民による公益の増進に寄与するとともに、主務官庁の裁

量権に基づく許可の不明瞭性等の従来の公益法人制度の問題点を解決すること。   : ｀

平成13年以降、公益法人制度の抜本的な改革に向けた取り組みを進め、平成15年から16年 にかけて

の「公益法人制度改革に関する有識者会議(福原義春座長)」での議論等を経て、平成16年 12月 に『公益

法人制度改革の基本的枠組み」を閣議決定しました。これを受けて、平成18年の通常国会に関連3法案を

提出し、同年5月成立、6月2日に公布されました。

平成19年4月には国の公益認定等委員会が発足し、同年6月の答申に基づき、9月に公益認定等に関す

る政今。内閣府今を制定し、平成20年 4月には、公益認定等ガイドラインを決定しました。公益法人制度改

革に係る整備を含む税制改正法案も成立しました。新制度は平成20年 12月 1日より施行さねています。

公益法人制度改革の目的実現のための骨子

いトレ

☆主務官庁に公益性を認められたものだけが、法人権を得ることができた`

☆法人運営については、法律上詳細な規定がなく、主務官庁が立人検査を含め監督:

☆法人設立`運営のための要件は、各主務官庁の裁量権に委ねられており、主務官庁ごと

にばらつきがあつた。(なお、平成8年に内閣として統一的な「公益法人の設立許可及び

指導監督基準」を整備)      '

☆法人法の要件を満たせば、登記のみで二般社団L財団法人を設立することが可能。

☆一般社団・財団法人のうちt認定法に定められた基準を満たしていると認められる法人

は、公益認定を受けて公益社団・財団法人となる。

☆基準を満たしているかどうかの判断は、民間有識者から構成される、国の公益認定等委

員会・都道府県の合議制の機関が行う。

準則主義により法人格が容易に取得でき、また、明確に定められた基準
による公益認定を民間有識者が行うことで、民間非富利部門の中層の発展
が期待されます。

ト ト



新制度の法令等の体系

☆新制度の根拠となる3本の法律とそれぞれの政今、府省今、ガイドラインの関係は以下のようになっ

ていますら                                '

※ 1

法人法:二般社団法人及び一般財自

法人に関する法律

認定法:公益社団法人及び公益財団
法人の認定等に関する法律

整備法:一般社口法本及び
二般財団

法人に関する法律及び公益

社団法人及び公益財団法人
の認定等に関する法律の施
行に伴う関係法律の整備等
に関する法律

※2

法人の移行時の純資産額を基礎に

計算した「公益目的財産額」に相当す

る額を公益のために消費していく計

画鮮 細はp13を 参照)

公挙認定等委員含1都道府県の合議制の機関

国の公益認定等委員会の委員には、国会同意を得て、現在7名が選ばれています。       :

■公益認定等委員会は、公益認定の基準の詳細などを、資料や議事録をホニムペ=ジで公開しつつ作

成。一元的に法人が公益認定の基準を満たしているかどうか判断。

■都道府県の合議制の機関においても、法今や国の公爺認定等委員会の作成するガイドライン等の基

準によつて同等の審査を実施。

■公益認定等委員会・都道府県の合議制の機関は《立入検査等法人の監督を実施。     ・

法人の設立、組織、運営

及び管理の規定   :

○理事会は理事本人出席を義
務づけ

公益認定の基準

〇公益目的事業比率50/100
0法 人関係者への特別な利益
提供の禁止

従来の公益法人に係る

新制度への移行手続

○移行認可基準としての公益
目的支出計画(※2)

○電子投票による議決権の行

使等に係る手続

○特別な利益提供が禁止され
る法人関係者の範囲

○特例民法法人同士の合併に

係る手続

○公益目的事業比率や遊休財
産の計算方法
〇ボランテイア等の費用算入

公益目的支出計画に関する

規定の運用について  ′

○財産の時価評価方法

不特定かつ多数の者の利益の増進の事実認定にあたつての留意点

【チェックポイント1(「調査、資料収氣 の例)

①当該調査、資料収集が不特定多数の者の利益の増進に寄与すること

を主たる目的として位置づけt適当な方法て明らかにしているか

②当該調査、資料収集の名称や結果を公表していなかつたり、内容に
ついての外部からの問合せに答えないということはないか

③当該調査、資料収集に専門家が適切に関与しているか

④ 当該法人が外部に委託する場合、そのすべてを他者に行わせるこ

と(いわゆる丸投Dは ないか



一　
）̈

従来の公益法人等の新制度における選択肢

☆従来の公益法人(新制度施行後は特例民法法人)には公益社団・財団法人または一般社団0財団法人の

いずれかに移行するという選択肢があります。

ｈ

Ｆ

平成20年 12月
:1日
の新制度施行後5年間は特段の手続をとることなく従来と同様の法人(特例民

法法人)として存続できます。ただし、平成25年 11月末の移行期間の終了までに移行申請を行わな

かつた場合には解散となりますので注意が必要です。

●●●●●●●_●●●0● ●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

従来の公益法人は、主に次の場合に解散となります。

●平成20年 12月から5年間の移行期間の終了までに移行申請を行わなかった場合

●移行期間の終了までに移行申請を行つたが、移行期間の終了後に認定または認可が得られなかった場合

:.。,。...|.・・・・::1'I響
曇
t,11,11100010,二・二|:||:`・・

【認定の基準】
○/AN益目的事業比率が、(費用で

計つて)50/100以 上

○経理的基礎及び技術的能力を有

すること

〇法人関係者に特別の利益を与え

ないものであること 等

【認可の基準】
○法人の作成した公益目的支出計

画について、その計画が適正で

あり、かつ確実に実施されると

見込まれるものであること 等



☆公賛社団`財団法人は、「民による公益の増島 に寄与する民間非事利部門の重要な主体です。一般社
団0財団法人もr民による公益の増島 の担い手として期待されています。

☆有限責任中間法人(注)は、新制度の施行と同時に一般社団法人となります。法人格を持たない任意団
体等も新制度においては登記のみで法人格の取得(二般社口i財団法人となること)が可能です。T碑
社団・財団法人は期間の限定なくいつても公益認定の申請を行うことができます。       ヽ

●●0● ●●● ●●

行
▼
　
肝
▼̈

移
▼

一般社団・財団法人

となった後、公益認

定を希望する法人は

いつても申請可能

(期限なし) 、

(注)無限責lI中間法人につしヽては、施行後1年

、以内に
一般社団法人べの移行をする必要

があります。

●●●●●

鶴



特例民法法人について
☆従来の公益法人は平成20年 12月 1日の時点でt自動的に「特例民法法人」となっています。(定款、機

関、登記の変更等の手続は必要ありません)

特例民法法人の間は、                   ′ |

○ これまでどお りの名称が使えます…
「社団法人～」tr財団法人～」のままで結構です。

○ヨIき続き従来の主務官庁による監督が行われます
○従来の公益法人と同等の税割措置が適用されます         _
(※)仮に移行期間の終了する平成25年 11月末の時点て移行申請中であつても、その後移行の登記をするか、認定また

は認可をしない処分がなされるまで、これらの措置を継続して受けることができます。   ●

☆特例民法法人は、法人法や認定法に適合するように定款変更の案を作成するなどの準備を進め、移行
期間が終了するまでに、公益社団・財団法人または一般社団`財団法人への移行申請を行政庁(内閣総

理大臣または者̀道府県知事)に行う必要があります。        |

新需J度における法人の内部続治〔ガバナンス)
☆新制度においては、最低限必要な各種機関の設置を含むガバナンスに関する様 な々事項が法律て定
められており、法人の従来の運営方法を見直していく必要があります。         1

☆ガバナンスについて法律で明確に定められた理由は次のとおりです。
従来の公益法人制度では、法人のガバナシスについての詳細な規定が民法に置かれておらず、主務官庁ごと・

に監督が行われていました。  ‐
                               ｀

新制度においては、主務官庁制を廃止して準則主義を採用するにあたり、法人自らが責任を持つて自主的・

自律的に運営を行つていけるよう、法律でガバナンスに関する様々な事項を明確に定めることとしました。

理事等に就任される方々は、それぞれの役職に与えられた役割や責任を自|ら果たすことが求められている

ことを理解した上て、就任していただく必要がありますも                     、

新制度移行後の法人の監督
☆公益社団・財団法人への移行後は、適正な運営を確保するために必要な限度で、行政庁の監督を受け

ます。(運営・事業活動についての報告の徴収、立入検査の実施)

☆法今に違反する疑いがある場合は、勧告や命令、場合にようては公益認定の取消しがあります。

☆公益認定取消し等の場合には、公益目的事業財産の残額(pllを参照)を1か月以内に認定法で定め

る公益的団体等に贈与することになります。

☆公益目的支出計画実施中の一般社団・財団法人は、毎年行政庁に対して公益目的支出計画の実施報告

をする必要があります。(公益目的支出計画が終了すると、報告の必要もなくなります)



理事会1評議員会にはt理事・評議員

本人の出席が必要です   |

新制度ではこれまで認められていた委任状に
よる代理出席が認められなくなります:
したがつて:これまでの法人運営とは異なる

運営をする必要が出てくる場合がありますの

で、各法人では注意が必要です。

また、定款変更等の特に重要な事項について

は、評議員会における3分の2以上の多数の議決

が必要です。

社員総会の成立には総社員の議決権
の過半数を有する社員の出席が必要
です  |           =

社団法人の基本事項の決定を行う社員総会の

成立のためには、総社員の議決権の過半数を有

する社員の出席が必要となります。

また:定款の変更や解散の決議等、法人にとっ

て特に重琴な事暉9議 決については、総社員数

の半数以上であって、総社員の議決権の3分の2

以上にあたる多数が必要となります=

評議員を理事,理事会が選ぶことは

できなくなります  ~

新  制 度下 お  て は評議員・評議員会は

役員や理事会を監督する役割を担います。した

がつても評議員・評議員会の十分な監督責任を果

たすため、理事や理事会が評議員を選ぶことは

できなくなります。

理事会t評議員、評議員会が法定の
機関とな ります     、 ,

従来の公益法人に置かれている理事会や評議

員、評議員会は 主ヽ務官庁の指導肇督,法人の判

断により置かれている任意の機関てした。しか

し、新制度においては法律に定める機関となり、

その権限や義務は法律に定められています:

したがって、従来の公益法人が新制度に移行

する際には、法律にのうとつた選任等の手続を

定款に定め、評議員の選任等を行うことが必要

となります。  . |

■一般社団法人は、次の5つの選択肢があります。

公益社団法人となるためには④、⑤のどちらかて

なければなりません。

①

② 社員総会 理 事 監 事

③ 会計監査人

④ 社員総会 理 事 理事会 監 事

⑤ 翠1爵 理事会 会計監査人

■一般財団法人は、次の2つの選択肢があります。 ｀

公益財団法人も①、②のいずれかを選択すること

になります。  ヽ         一   `

特例民法法人の間は、従前のとおりの機関設

計のままでいることが可能です。

ただし、新制度への移行の準備として、移行申

請前に法人法に基づく上記機関設計に変更する

ことも可能です。(この場合には、従来の主務官庁

の認可を得て定款変更をする必要があります)

その他法人のガバナンスに関する制度の詳細については、   ′

公益認定等委員会ホームベージ(httpS:〃 www.kook卜 info.go.ip/)のFAQに 解説を掲載しており

ます。こちらもご参照下さい。

①
一
評議員 理 事 理事会 監 事

② 評議員 評議員会 理 事 時 監 事 会計監査人



特例民法法人から公益社回・財回法人への移行認定

特例民法法人は、行政庁の認定を受けて公益社団・財団法人となることができます。

移行認定の基準は、

1 定 款の内容が法人法及び認定法に適合するものであること。
レ |
2 認 定法第5条各号に掲げる基準に適合するものであること。

経理的基礎を

有すること

技術的能力を

有すること

特別の利益を

与える行為を

行わないこと

収支相償で
あると見込ま
れること

の2点 です。

安定的かつ継続的な公益目的事業を実施するために、法人が公益目的事業を行うのに

必要な「経理的基出 があるかを確認します。               :

財務状況が健全であること、財産の管理、運用について法人の役員が適切に関与するこ

と、公認会計士または税理士等の経理事務の精通者により適切な情報開示が行われてい

ること等が必要です6               .

『技術的能力」とは、事業を実施するための技術や専門的能力を持つ人材、設備などの能

力のことです。例えば
「検査検定』については、人員や検査機器についての必要な能力の水

準を設定し、その水準に適含することを確認していることが必要です(「公益目的事業の

チェックポイント」参照)。      .                 (

『特別の利益」とは、法人の事業の内容などの具体的事情を踏まえたときに、社会通念か

らみて合理性を欠くような利益や優週のことです。           ~  :

公益社団・財団法人は、その事業を行うにあたつて、社員や理事などの法人の関係者、株

式会社その他の営利事業を営む者などに、「特別の利益」を与えてはいけません:

公益社団・財団法人は、公益目的事業に係る収入の額が、その事業に必要な適正な費用

を償う額を超えてはぃけませんbこの収支相償については、二段階で判定を行います。

各公益目的事業ごとに費用と収入(それぞれの事業の経常買

用、経常収益)を比較しきす。仮に収入の額が費用の額より大きく

ても、その差額を、将来のその事業の費用に充てる資金(特定費用

準備資金)に繰り入れる場合は、収支相償の基準を満たしている

ものとみなします。              ´

第‐段階で計算した収支にカロえ、その他の、公益に係る費用と

収入を合計し、公益全体の収支を比較します。

収人の額が費用の額を上回つた場合でも、将来の特定の7AN益事

業の費用に充てる資金(特定費用準備資金)に繰り入れる場合や、

公益的な資産を取得する資金(公益資摩取得資金)に繰り入れる

場合には、収支相償の基準を満たしているものとみなします。



公益目的事業比率は、収入ではなく事業の実施費用で計算します。公彗目的事業に要する
費用が、事業責及び管理責の合計額に占める割合は50%以 上てなけれげなりませ～。

この公益目的事業比率を計算する際には、通常は費用として計上されなしヽ項目、例えば将

来特定の活動を実施するためCD毎年の積立金や、無償の役務の提供(ボランティア)を受け

た際、実際に人を雇つたとした場合に要する費用相当額等も費用とみなすことができます。

遊体財差額とは、法人の“通費産に計上された額のうち、具体的な使途の定まつでいない

財産の額です。この遊休財産額は、1年分の公益目的事業費相当額(若干の調整がありま

す)を超えてはいけません。

公益目的事業

比率が50%

以上であると

見込まれること

遊休財産額が
お1限を
超えないと ,
見込まれること

上記以外にも認定基準があります。申請書類や申請の手弓lきを参照しながらご確認ください。

認定法第5条に定める公益認定の基準及びその関連規定と、整備法第117条第2号に定める移行認可

の基準及びその関連規定の運用に関して、「公益認定等に関する運用について(公難認定等ガイドライ

ン)」が作成されています6   ・

「事業費と管理費」の

計算について
○公益目的事業比率の計算にあたっては、①公益目的

事業に係る事業買の額と②収益事業等に係る事業
.

責の額、③管理費の額をそれぞれ計算する必要があ

ります」        ′     、

○事業費に含むことがてきる例示としては、専務理事

等の理事報酬、事業部門の管理者の人件費は、公益
=

目的事業への従事割合に応じて公益目的事業費に
｀
配賦することができます。   |

管理部門て発生する費用(職員の人件費、事務所

の貸借料、光熱水費等)は、事業費に算入する可會レ陸

のある費用であり、法人の実態に応じて算人するこ

とができます。

○ 「事業費」及び「管理費」のいずれにも共通して発生
する関連軍用け、事業全の従事割合ゃ使用実態等に

則して配賦することができます。

o配 置をすo際 の計算の基準け、以下の配賦基準を参

考に配賦することになります。

1配賦基準l造用すれる魂 章用
建物面積比 蝶 沐章:建物■11知嵐建物集!春時f
職員数比 福利厚生買、事務用消耗品費等

従事割合

使用割合 備品減価償却費、コンピューターウース代等

以下のいずれかに該当する法人はt公益法人への移行の認定を受けることができません。

①理事、監事、評議員のうちに一定の要件(公益認定を取り消された公益法人の業務を行う理事で
あつて、取消しから5年を経過していない等)に該当する者がいる           ヽ

ト ト ② 定款または事業計画の内容が法今や行政機関の処分に違反している

③事業を行うにあたり法今上必要な行政機関の許認可を受けることができない   |

④国税または地方税の滞納処分が執行きれていたり、滞納処分終了の日から3年を経過していない

⑤暴力団員等がその活動を支配している

⑥従来の主務官庁の監督上の命令に違反している           .



公益社団・財団法人の財産のうち、公益目的のために消費されるべき財産を「公益目的事業財産」といいます。例

えば、公益目的事業のために翠けた寄附傘や、収益事業から得られた収益の半分以上などがこれにあたります。

また、従来の公益法人が公益社団・財団法人へ移行する際に、公益目的事業のために使用する財産(建物、設備、

金融資産等)も公益目的事業財産となります。

公益認定取消し時には、公益目的事業財産の残額を他の公益目的団体等に贈与することになります。(公益のた

めに集めた財産は、最後まで公益的に消費することが求められています)

収益Gu益)の
1/2以上

消費分 公益目的事業財産の残額

Ｌ

Ｆ

公益社団。財団法人への移行後に認定が取り消されて一般社団・財団法人となつた場合、「公益目

的事業財産の残額」に相当する額の財産を取消しから1か月以内に、認定法第5条第17号に定める

公益的団体等に贈与することとなります。移行に際してはこの点を十分に考える必要があります。

※新法においては、「公益」と『共益」は

明確に分離さねます。

他の公益的団体、口・地方公共団体への1曽与



認定の基本となる法人の行う事業が公益目的事業がどうかについては、以下のように、公益認定等委員会`都道

府県の合議制の機関が法人の行う事業ごとに判断します。       '

なお、類似・関蓮する事業であれば、法人の行ぅ事業を法人の莉断でコ萱まとめていただし`てかまし、ません:(た

だし、収益事業等は明確に区分してください)       ,                   ヽ

ト ト

学術、技芸、慈善その他の公益に関する別表各号に掲げる種類の事業であって、

0不 特定かつ多数の者の利益の増進に寄与するものをいう。(傘益目的事業のチェックポイント参照)

個々の事業が別表各号のLlずれかに該当しているかを検討。

認定法 別表(第■条関係)     . ´           :
1:学術及び科学技術の振興を目的とすo事業 ｀

2.文化及び芸術の振興を目的とする事業                   ′

3.障害者若しくは生活困窮者又は、事故、災害若しくは犯罪による被害者の支援を目的とする事業

4.高齢者の福祉の増進を目的とする事業

:

22.一般消費者の利益の擁護又は増進を目的とする事業
2o.前各号に掲げるoののほかヽ公益に関する事業としてrl●て定める●の    :

個々の事業が特定多数の者のみの利益の増進になってぃないかどうかの観点から

鴛 l11』〔:11]:惑覗り,ユを轟しを基1て11ョの上、轟る…よ
´

『不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与するもの」の事実認定に当たつての留意点

1.事業区分ごとの公益目的事業のチエックポイント            : 、

き膨肌麗鷺柵晟讐ζ暮臨掲静1い話かを確認よ:
1趣旨。)                 ´         :

②事業の合目的性(趣旨:事業の内容や手段が事業目的を実現するのに適切なものになってしヽるかを確認
する趣旨。)

ア 受 益の機会の公開(例 受 益の機会が、一般に開かれているか)

イ 事 業の質●確保するための方策(例 専 門家が適切に関与しているか)   :      :

ウ 審 査。選考の公正性の確保(例 当 該事業が審査1選考を伴う場合、審査・選考が公正に行われるこ

土 皇急亀鳥手:医撃L的としそ畿是した事業昌的と異なり語 団体あ販売葎蓬、共同宣伝にな」を
いないか)

(注)②(事業の合目的Dア ～工は例示であり、事業の特性に応してそれぞれ事実認定上の軽重には差がある。

ト



特例民法法人から二般社口,財回法人への移行認可

特例民法法人は、行政庁の認可を受けて、一般社団・財団法人となることができます:

移行許可の基準は、

1 定 款の内容が法人法に適合するものであること。

21法人の移行時の純資産額を基礎に計算した公益目的財産額がある法人は、作成した公

益目的支出計画が適正であり、確実に実施すると見込まれるものであること。

公益目的事業

これまで実施

してきた

公益事業

公益的な
団体への寄附

の2点です。

移行認可の申請をする法人は、公益目的財産額に相当する金額を公益の目的のために

消費していく計画(公益目的支出計画)を作成することになります。

この公益目的支出計画に記載する、公益のために行う事業等を「実施事業等(注)」とい

しヽ、実施事業等として他の公益的団体等へ胃附してもかまいま甘んし、
「収入が草用を下.

回る公益的な事業(赤字の公益的な事業)」を、赤字額の累積が公益目的財産額に相当する

額に達するまで行うことでもかまいません。

T般 社団。財団法人への移行後は、公益目的支出計画に従い、実施事業等を行うことに

なります。

認定法に定める「公益目的事判 です。

法人が行おうとする事業が公益目的事業にあたるかどうかは、公益認定等委員会・都道

府県の合議制の機関によつて判断されますじ(p12「公益目的事業とは」参照) ｀

従来の公益法人としてこれま|で実施してきた事業とは異なる、全く新しい事業を公益

目的支出計画の実施事業として始めることも可能です。

これまで従来の公益法人として実施してきた事業のうち、従来の主務官庁が『公益的な

活動」として認める事業を実施することtDできます。

ただし、従来の主務官庁から公益事業として認めるという意見が出されても、公益認定

等委員含
・
部道府県の合議制の機関が、指導監督基準等に照らし合わせて公益にふさわし

くないと判断した場合には、実施事業として認められないこともあります。

認定法に定める公益的団体等に対して、寄附を行うことも可能です。

(公益的団体等の例),              1          、
・類似の目的を有する他の公益社団・財団法人

「国または地方公共団体

:類似の目的を有する学校法人、社会福祉法人、更生保護法人、独立行政法人、日立大学法

人、大学共同利用機関法人、地方独立行政法人、特殊法人(株式会社を除く)
・上記の他、法今上公益に関する事業を行うことが定められ、残余財産の処分の制限がさ

れている等の条件を満たす法人

その他基準等についてはt申請書類や申請の手引きを参照にしながらご確認下さい。

(注)実施事業等とは
公益目的支出計画に記載することのできる実施事業等としては、

以下のものがあります。



人館料収入

瑚 臥

販売収入

賃貸料収入

各事業年度における公益的な事業。公益的な団体への寄附に
より公益目的財崖頷から減額する金額(この場合2000万 円)

9100万 円

→公益目的のための支出:2000万 円
[(2300万 円.800万 円)十(700万円=2oO万 円)]…(ィ)

→計画の実施期間
公●目的財産額1億4000万 円・・くア)
‐  ■ 公益目的のための支出2000万 円…(イ)=7年

※計画の実施期間中は、計画に沿つて事業を実施しているかなどを
毎年度行政庁に報告  :
※この法人の場合は、収益事業であるオフィス賃貸料を改善するこ
とにより収入を増やしています(FAQ X-1‐②参照)   | ′

公益目的支出計画を確実に実施すると見込まれることを

判断するために、公益目的支出計画にEE載する事業以外に
も法人の主な事業の収支状況はチェックされます。

金

産
預
和

1.公益目的支出計画の策定
(1)公益目的財産額の算定

2000万 円
1000万 円

4000万 円

純資産 ‐1000万 円

純資産  1億 4000万 円
来当該評価額は時価評価したもの“価は1000万円)

→公益目的財産額 1億 4000万 円・:・(ア)

(2)公益目的支出計画に記載する事業の昇疋

《移行前の事業》

事 業 費  . :

曝 営

は

図録販売
オフィス賃貸
鍛

230 0ヵ円
7001Fl

50万円
3000万 円
2050死 FR

800万 円
200万 円
100万 円
8000万 円

維持冒埋費

減価償却費

2100万 円
20萌 円

テキスト代  450万 円
講 師  代   250万 円

人館料収入 800万 円

参カロ料収入  200万 円

維持- 3000万 円  賃 資料収入 7000万 円
二公益目的支出計画に記載する事業として博物館運営及
び研修会を選択(公益事業のうち赤字事業)

公益法人 特例民法法人

1磐
(   日

(H20。 12.1)

〕)会書:署舌をlSW“
費
F:減
らす
||を

法人の実際の純資産の額
(収益事業により資産欄 口させoことも可能)

¬股社団:財団法人



新制度における税制

国税
トニ公益社団

・財団法人は寄附優置の対象となる「特定公益増進法人」に該当

①個人が特定公益増進法人に対して寄附をした場合にはtその寄附額から2000円

| を差し弓lいた金額をそのEAの 所得から控除

注)寄附額は、その個人の所得の40%相 当額が限度。

②法人が特定公益増進法人に対して寄附をした場合には、

(MI●金額0530%+資 本金等の軍00.25%)X1/2を 限度として損金算人

注)平成20年 度税tll改正において、2.5●/●から5.0%に 拡充。

個人が公益社団・財団法人に対して財産を寄附した場合の特例措置 等

地方税              :
個人住民税における寄附優遇の措置 (平成2m壇 税市lld正にoいて抜本的に拡充)

①都道府県または市区町村が条例により指定した寄附金(公益社団・財団法人に対

する寄附金等)が寄附優週措置の対象寄附金 `

【従来の制度】 【新制度】

②以下の金額を個人住民税の額から控除        |

ア 都 道府県が条例で指定した寄附金……(寄附金額
-5,000円 )X4%

イ 市 区町村が条例で指定した寄附金……(寄附金額-5,000円 )×6%

※都道府県及び市区町村から重視して指定された寄開金は(寄‖金額-5,000円)X10%

注1)優遠の対象となる寄附額は、その個人め所得の30%相 当額が限度。      ｀

注2)平成21年度分以後の住民税について適用。

注3)寄附優週指定の適用を受けるためには寄附者が確定申告等を行うことが必要。

注4)条例による指定を受ける際には、寄― の作成。保存など条例指定した市区町村の3-Aの 協力が必要。

【従来の制度】

特定公益増進法人等に対する寄附金の

損金算人限度額

特定公益増餞 人等に対する寄附金の

損金算人限度額
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0収 構 についてのみ課税

0認 定法上の公螢目的事業は収益事業から除外し、-1

‐
0収 益事業に属する資産のうちから、自らの公益目的事業に支出した金額は、その収
益事業に係る寄附金の額とみなし、損金算人(その公益目的事業の実施のために必
要な金額を闘 とする。

注)当該年度において公益目的事業を実施するために支出した額だけてなく、特定費用準備資金や公益資
産取得資金として将来の公益目的事業の支出に備えて積み立てた額む公益目的事業の実施のために必
要な金額に含まれます。

法人の行うすべての事業

)・7‐mO年 目税制改正において、申 追加警収益●業の範目を変更。
)税率は30%(年 800コ 円以下の所得については22%(平 成2率 月31日までの間に終了す
る脅― E04800コ 円以下の所得については18%)。)         ,

l紙税等につき、従来の公益法人と同様の課税関係 等
利子・配当等に係る源泉所得税の非課税

′
①非営利性が徹底された法人t共益的活動を目的とする法人については、収益事業に
ついてのみ課税

税 法

職 人
:認定法

共益事業

収益事業以外の事業

ト

′
【『非営利性が徹底された法ん の要件】

よE繁5量ま毒84軍 鷹理翼題葛編鷺出 の公益的憲昌体に扁嵩長 旨お定二が二ること
3.1.または2の要件にある定款の定めに違反した行為を行つたことがないこと          ,
4.理事及びその― である理庫の合計数が理事の総数あ3分の1以下であること

1【「共益的活動を目的とする法ん の要件】      、
1.会員に共通する利益を図る活動を行うことを主たる目的としていること
2.― に会員が負担すべき金銭の額(会■)の定めがあること      'f        ｀
3.主たる事業として収益事業を行つていないこと

4.定款に特定の個人または団体に剰余金あ分配を受ける権利を与える旨の定めがないこと

:識翼雛諾瑚剛嬉貨電]E塩膚譲fr"1団彎,OF駆
する旨の定めがなに■

7.理事及びその― である理事の合計数が理事の総数03分 の1以下であること

注)税率は50%(年 800万 円以下の所得については22%(平 成2,年 3月31日まての間に終了する責事業年度の年OoO万 円以
下の所得については18%)).

◆印紙税につき、従来の公益法人と同様の課税関係とし、     ´
1登録免許税及び受取利子等に係る源泉所得税については課税 等
個人が①のうちリト営利性が徹底さねた法人」に対して財産を寄附した
場合の特例措置 等
◆
一

従来の公益法人税制と同様



公益社回1財回法人も由般社回・財口法人(移行法人〕

従来の/AN益法人とt/AN益社団・財団法人、一般社団・財団法人との主な相違点を

まとめると、次のようになつています。

適法であれば制限なし。

ただし、従来の主務官庁に

認められた事業に限る。

ホ本法■び講定|に1合してい|ごと:11

1輪爾霞壽薫雲曇言i薄撮厚景璽皇雇:
行う。      ●  : '1・ :

の認が 必琴と書る場貪ヵゆ●ti ‐

affi#E+*Fie. fi[E[TFo)6#ff|| o)'
ffiF$t: * 6ffi€ffiqr. U/\ffiao)tDE, ,
{rf
Drib6.

従来の主務官庁による監督

が行われる。

鐵



と従来の公益法人の比較表

法人法に適含しているここ
公益目的支出計画が適正なつ確実であ

ること
→/AN益認定等委員会・者5道府県の合議

制の機関が審査 し、行政庁が認可を

行う。           ・

公益目的支出計画実施中は、
/AN益目的支

出計画に定めた実施事業等を着実に実

施することが必要。

それ以外については、法人の創意工夫に

ょり/AN益的な事業はtlとより柔軟な事

業の展開が可能。

原則、法人の自主的な運営が可能。

公益目的支出計画実施中は、毎事業年度

行政庁に対して実施報告をする必要が

ある。

公益目的支出計画が終了すれば、報告も

不要となる。

『非営利性が徹底された法人等』(注)
・法人税において収益事業のみに課税。

・登録免許税及び受取利子等に係る源

泉所得税の課税。
「それ以外の法人」
・普通法人と同等の課税

(注)「非営利性が徹底された法人等」とは、リト営利性の徹底さ

れた法人」または「共益的活動を目的とする法人」のこと。

それぞねの要件等については、「P.16 2.一 般社団
・財団

法人法人税」の項目参照。

どちらの法人形態を選ぶかは、それぞれ

,):::::II:IIIl卓含II[::
下さい。

法人法の要件にカロえて認定法の基準を満たす

必要があり、財産についても公益目的事業財産

とそれ以外の財産を区分する必要や、収益事業

の収益の一定割合を公益目的事業財産とする必

要があるなど、認定法にのつとつた運営が必要

となります。税制上の優遇措置を受けつつ、特に

寄附を主要な財源として公益目的事業を行う法

人または、収益事業で得られた収益を財源の一

部として公益目的事業を実施したい法人が選択

することが想定されます。

公益目的支出計画実施中は毎事業年度の公益

目的支出計画の実施報告が必要ですが、比較的自

由な立場で公益的な事業はもとより様々な事業

を実施したい法人が選択することが想定されま

す。税制のうち法人税についてはt非営利性が徹

底きれた法人等であれば収益事業のみ課税とな

ります。なお、受取利子等に係る源泉所得税につ

いては課税となりますので注意して下さい。

一般論として説明すれば、



新しい公益法人制度に関する間含せ先す覧
で

平成22年 4月 1,日現在

i機 |1関■1名 電話番号(代表|ミ )

回 03-5403,9555 (ItD

・より詳しい新公益法人制度の内容や申請手続についてはホ■ムページをご覧下さい。
・申請に役立つ資料や相談のお知らせ等を掲載しています。
:申請には、手軽で便未Uな電子申請をご利用下さい。

公益法人インフォメーション

鐵 北 海 道 1総務部行政改革局法人団体課 011723174111て 代)
'青
森 県 総務部総務学事課 017-722-1111({t)

岩 手 県 総務部法務学事課 019-62,■ 5031 (直 )

富 城 県 総務部私学文書課 022-211_2295(直 )

秋 田 県 総務部総務課 .018■860■10571(直)
山 形 県 総務部学事文書課 023■ 63o-221l Cft)

福 島 県 総務部私学法人課 024-521-70481(直 )
茨 城 県 総務部総務課 029-301● 2243(直 )

栃 ‐木 県 経営管理部文書学事課 : 028二 623-2o67(直 )

群 馬 県 総務部学事法制課 027-226二 2148 (直 )

埼 玉:県 総務部文書課 048‐ 8‐30-2537(直 )

千 葉 県 総務部政策法務課 043-223-2160(直 )

東 京 都 生活文化スポ■ツ局都民生活部管理法人課 03‐532171111(lt)

神奈川県 総務局情報統計部文書課 045-210=2461(直 )

新 潟
'県

総務管理部文書私学課 025二 280■ 5017(直 )

富 山 県 経営管撃部文書学術課 076_431_4111(ftD

石 ′:l県 総務部総務課, 076-225,1232(直 )

福 丼 県 総務部情報公開・法制課 0776二 20-0246(1重 )

山 梨 県 総務部私学文書課 055■ 237■ 1111.(代 )

長 野 県 総務部情報公開・私学課 026-235‐ 7057 (直 )

岐 阜 1県 1総務部法務・情報公開課 058■ 272● 1111(代 )

静 岡 県 経営管理部文書局法務文書課 054二 221-2866(直 )

撃 知 県 総務部法務文書課 052■ 961‐ 2111(代 )
二 重 県 総務部法務・文書室 o59-224-2163(直 )

滋 賀 県 総務部総務課 077-528■ 3118(直 )
京 都 府 総務部政策法務課 o75-414-4038 (直 )
大 阪 府 ,総務部法務課 06■ 694午 6o93(直 )
」Fモ   .I菫 目    ;月 F: 企画県民部文書課公益法人室 078-341-7711(ft)

奈 良 県 総務部総務課 0742-27二 8353(直 )
和歌山県 総務部総務学事課 073-432-411l Crt)

鳥 取 県 行政監察監公益法人・団体指導課 0857=26-7884 (直 )

島 根 県 総務部総務課 0852-22-5111(代 )

岡:山 ・県 総務部総務学事課 0'86●226=7256(直 )

広 島 県 総務局総務管理部総務課 082-513-2246(直 )

山 口 県 総務部学事文書課大学・公益法人班 083-933-2140(直 )
徳 島 県 企画総務部法務文書課 o88-621=2031(直 )

香 'り:ll県 総務部総務学事課 Oo778132■ 3062(直 )
壼 鯉 県 総務部私学文書課 089-941-2111(代 )

高 知 県 総務部法務課 0887823■ 9160(直 )

福 岡 県 総務部行政経営企画課 092■643二 3030 (直 )
佐 賀 県 経営支援本部総務法制課 0952‐ 25■7003(直 )|
長 崎 県 総務部総務文書課公益法人改革班 095■ 895-2114(直 )

熊 本 1県 総務部県政情報文書課 096■ 383‐ 1111 1(代)
大 分 県 総務部法務室 097-506● 2272 (直 )

宮 崎 県 総務部行政経営課 0985-32二4477.(直)
鹿児島県 総務部学事法制課 099-286-2156(直 )

沖 縄 県 総務部総務私学課 098,666■ 2074 (直 )

甲琴ヽ h●P,プ智WW・k?''111190Jp/


